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りそなグループ経営理念

りそなグループは、創造性に富んだ金融サービス企業を目指し、

お客さまの信頼に応えます。

変革に挑戦します。

透明な経営に努めます。

地域社会とともに発展します。

りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）

「りそな」はお客さまとの信頼関係を大切にします

お客さまからの信頼を全てに優先し、お客さまの喜ぶ顔や幸せのために、
誠実で心のこもったサービスを提供します。
お客さまのニーズに応え、質の高いサービスを提供します。
常に感謝の気持ちで接します。

お客さまと

「りそな」

「りそな」は株主との関係を大切にします

長期的な視点に立った健全な経営を行い、企業価値の向上に努めます。
健全な利益の適正な還元を目指します。
何事も先送りせず、透明な経営に徹し、企業情報を公正かつ積極的に伝えます。

株主と

「りそな」

「りそな」は社会とのつながりを大切にします

「りそな」が存在する意義を多くの人々に認めていただけるよう努力します。
広く社会のルールを遵守します。
良き企業市民として地域社会に貢献します。

社会と

「りそな」

「りそな」は従業員の人間性を大切にします

「りそな」の一員であることに誇りを持って働ける職場を創ります。
創造性や変革に挑戦する姿勢を重んじます。
従業員一人ひとりの人間性を尊重し、能力や成果を公正に評価します。

従業員と

「りそな」
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りそなの目指す姿
まず何より、お客さま第一の気持ちに徹すること。

りそなの取り組みは、このサービス業の“原点”に

立ち返ることからスタートしました。

りそなグループは、こうしたチャレンジを通じ、

独自の事業モデル構築を目指していきます。
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地域に根差し、地元のお客さまのニーズに
きめ細かく、そしてスピーディにお応えします。
当社は、創業以来、地域に根差した営業を展開していますが、より地域に密着し、

現場主義・顧客第一主義を徹底するには、どのようにすればよいか。

真のリレーションシップバンキング*機能を発揮し、地域の皆さまに信頼され、

ともに発展していくために、本年４月、私たちは「地域運営」を導入しました。

これは、県内の営業店を地域経済圏や動線等で４つの地域に編成し、

各地域に配置した地域の営業統括責任者「地域営業本部長」に本部の権限を委譲することで、

お客さまの近くで迅速な意思決定をし、きめ細かなサービスを行うものです。

私たちは、これまで以上にお客さまの声やご要望を反映したサービスをスピーディにご提供し、

地域に密着した信頼されるパートナーとなることを目指しています。

＊金融機関がお客さまとの間で、親密な関係を長く維持することにより、お客さまに関する情報を蓄積し、
この情報を基にご融資等の金融サービスを提供するビジネスモデル
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● 身近な相談相手になってくれると、期待している

● 窓口や渉外の人からやる気が伝わってくる

● かゆいところに手が届くような対応をしてほしい

● 地元をよく知り、情報を地域のために活かしてほしい

お客さまから
寄せられた声
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より便利に、もっと身近に。
“銀行の常識”にとらわれず、利便性を高め、
お客さまとの接点拡大を目指します。
私たちが目指す姿は、「創造性に富んだ金融サービス企業」です。

“銀行は３時まで”“土日は休み”など、「銀行の常識」にとらわれず「お客さまの声」から

サービスを見直すことが、最も大切なことと私たちは考えています。

この第一歩として、お客さまからご要望をいただきました「待ち時間ゼロ」や「営業時間の延長」、

「休日の住宅ローン借り換え相談会、年金相談会の開催」を開始しています。

また、“土日も普段と同じような受付をしてほしい”というご要望にお応えして、

ＴＶ電話を活用した「大宮ＴＶプラザ」を開設しました。

これからも「お客さまの声」に軸足を置いて、お客さまとの接点拡大に向けた取り組みを積み重ねて、

「便利で身近な会社に変わったね」と認めていただけるように努めていきます。

● 待ち時間も短くなって、窓口も明るくなった

● 午後５時まで窓口が開いているので、使い勝手がよくなった

● 営業時間延長など、最近変わってきたように感じるが、
まだまだ利用者の立場から変えるべき点はあるはず

● 忙しいので、ターミナル駅のTV電話は便利

お客さまから
寄せられた声
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タイムリーに、

そして的確にお客さまにお応えする。

その積み重ねのなかで、地元企業の皆さまとともに

発展することが、私たちの飛躍の道です。

当社は、地元埼玉に根差し、地元の皆さまとともに発展する銀行を目指しています。

そして、地域金融機関として、円滑な金融機能の提供だけでなく、経営サポートや

創業支援等に積極的に取り組み、地域経済・産業の活性化に貢献していきたいと考えています。

当社は、企業のあらゆるステージにおいて、プラスアルファのサービスを

きめ細かくサポートする体制を整えました。

また、企業の皆さんのニーズに的確にお応えするため、グループをあげた情報・ノウハウ提供

（商品開発、M&A、信託、経営相談等）などサービスの提供力の強化に努めています。

企業再生支援については、再生ファンドの組成をはじめ、外部ノウハウも活用した機能強化に

取り組んでいます。
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● 親しみが持て、借り入れだけでなく経営相談もしてみたい

● ネットワークを活かした情報提供をしてほしい

● 創業間もない会社でも応援してくれそうだ

● 担保の有無ではなく、これまで以上に商売の中身をみてくれる
ようになった

お客さまから
寄せられた声
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りそなホールディングス 会長メッセージ

平素より、りそなグループをお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

昨年の公的資金による資本増強から約１年が経過いたしましたが、この間、多くの方々の温かい励ましと

ご支援のおかげで、「りそな再生」に向けた歩みを着実に進めてくることができました。

会長就任以来、「量から質への転換」「透明性のあるスピード経営の実践」「銀行業から金融サービス業への

進化」という３つのテーマを掲げ、まずは平成１５年９月中間期決算において、過大リスクを排除し、将来コス

トを先取りする抜本的な「財務改革」を断行いたしました。この結果、平成１５年度決算は大幅な赤字を計上

いたしました。これに伴い、配当につきましては昨年度に引き続き、普通株式に加え、優先株式につきま

しても無配とさせていただきました。株主の皆さまのご期待に沿うことができず、経営者として忸怩たる

思いであり、深くお詫び申し上げます。

しかしながら、中間期での思い切った処理により、持続的な黒字経営への体質転換に向けた一歩を踏み

出すことができたものと認識しております。

あわせて、経営の透明性を高めるため、邦銀初となる委員会等設置会社への移行

によるコーポレート・ガバナンスの強化や、社外人材の積極登用等による組織

風土改革にも取り組んでまいりました。

りそな再生の第二局面ともいえる平成１６年度は、①好感度ナンバーワンへ

の挑戦、②ソリューション力の向上、③ローコストオペレーションの徹底、によ

り「銀行業から金融サービス業への進化」を推し進めるとともに、これを通じ

た収益力の向上に取り組んでまいります。

このように、企業価値の最大化に努めることが、総額約３兆円の公的

資金で支えられている私どもりそなグループに課せられた使

命であると考えております。

本誌では、平成１５年度の業績や「りそな再生」に向けたこ

れまでの取り組みを詳細にご説明しております。本誌がりそ

なグループに対するご理解を深めていただくための一助にな

れば幸いです。

最後に、今後とも皆さま方の一層のご支援、ご鞭撻を賜

りますようお願い申し上げます。

平成１６年７月

株式会社りそなホールディングス

取締役兼代表執行役会長
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埼玉りそな銀行 社長メッセージ

皆さまには、平素より埼玉りそな銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

私ども埼玉りそな銀行は、平成１５年３月の開業以来、地元の皆さまの銀行として「埼玉県の皆さまに信

頼され、地元埼玉とともに発展する銀行」を目指し、地域に密着した「現場主義」「お客さま第一主義」を基

本として、経営体質の強化と業績向上に努めてまいりました。

平成１５年度は、りそなグループへの公的資金投入により、皆さまに大変ご心配をおかけいたしました

が、「財務改革」の断行により国内銀行トップレベルの財務の健全性を一層向上させたのをはじめ、良質貸

出資産の増強、個人預り資産拡大等の営業基盤の強化、実勢業務純益の増加など、業績を順調に伸展さ

せることができました。これも皆さまの変わらぬご支援、地元銀行へのご期待の賜物と、心から御礼申し

上げます。

さて、平成１６年度は、「りそな再生」を図る集中再生期間の総仕上げの年であり、当社にとりましても企

業価値を高め、地域での存在感をさらに確かなものにする正念場の年と考えております。地域金融の円

滑化はもちろん、品質の高い商品・サービスの提供と、それを支える収益力強

化へ向けた変革を迅速かつ確実に実行し、結果を出す1年にしたいと考

えております。既にこの４月より、「営業時間延長」「地域運営」などの新

たな取り組みをスタートさせており、今後さらに積極的な営業を展開

してまいります。

そして、私どもは皆さまの信頼とご期待にお応えし、お客さまや地

域社会と共存共栄する「創造性に富んだ金融サービス企業」の実現に

向け、役職員一同一丸となってさらなる飛躍に向けた変革

に挑戦していく決意です。

皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援と

ご愛顧を賜わりますようお願い申し上げます。

平成１６年７月

株式会社 埼玉りそな銀行

代表取締役社長
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金融サービス企業への進化に向けて ～お客さまとのリレーションシップを強化するために

埼玉りそな銀行では、地域の皆さまに質の高いサービスを提供する金融サービス企業に進化するとともに、地

域金融を通じて地域経済、産業の活性化に貢献することを目指し、さまざまな取り組みを実施しております。

そのためには、まず、なによりもお客さまの視点に立った、サービス提供力の向上とリレーションシップバ

ンキング機能の強化に取り組むことが、私たちの第一歩であると考えております。

こうした考えのもと、以下のような取り組みを実施してまいりました。

地域に密着した県内最大のネットワーク

当社は、県内最大の店舗網を有しており、さらに平成１６年４月からは、地域の特性に

あったきめ細かい営業を機動的に展開する「地域運営」を導入いたしました。また、

待ち時間ゼロや窓口営業時間の延長、「大宮ＴＶプラザ」の開設、住宅ローンセンタ

ーの日曜営業の開始など、お客さまと接する機会を拡充しております。

このほか、ホームページ・携帯電話からの店舗検索の開始や、全国初の通帳繰越

機へのカード振込機能の搭載など、お客さまの利便性向上に向けた、あらたな取り

組みを展開しております。

新河岸（出） 

■店舗ネットワーク（平成１６年３月末現在）

【埼玉県内の拠点数】

店舗 有人出張所 代理店 店舗外ＡＴＭ

１００ ８ １ ３３０

①埼玉県内１００店舗については、４１市・１９町に設置
②誘導ブロック設置 ４店舗・１出張所で実施
③その他、東京都に３店舗、栃木県に店舗外ＡＴＭ２カ所を設置
④１日当たりの来店客数は、約２２９千人

【休日稼働のＡＴＭ拠点】

店舗 有人出張所 代理店 店舗外ＡＴＭ

土曜 １００ ８ １ ２６５

日 ９８ ８ １ ２１５

祝 ９８ ８ １ ２１４

【コンビニＡＴＭ】
アイワイバンク銀行やローソン・エイティエム・ネットワークスとの提携
により、全国１０,８４８拠点（うち埼玉県内は８５８拠点）のコンビニ（セブンイ
レブン・ローソン等）等に設置されているＡＴＭがご利用いただけます。
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地域のお客さまからのご預金等の状況

預金

平成１５年３月の当社営業開始以来、地元の多くのお客さまにご支

持をいただいた結果、平成１６年３月期の預金残高は、８兆６,３１４億

円（平成１５年３月期比３０５億円増）となりました。

そのうち、県内のお客さまからお預りしている預金残高は、８兆

５,３７６億円と全体の９８.９%を占めております。

埼玉県内におけるシェア（国内銀行 銀行勘定ベース）は約４割

となっております。

個人預り資産

平成１６年３月期の個人預り金融資産残高（預金を除く）は、前年度

比で約７割増の２,８４８億円（投資信託２,２４２億円、公共債４１４億円、

個人年金保険１９１億円）と、大幅な増加を示しました。

当社ではお客さまのさまざまな資産運用ニーズにお応えする

ため、取り扱い商品の拡充とお客さまへの適切な運用アドバイス

の実施、投信ファンドの運用状況のご説明といったサービスの充

実に努めております。

投資信託については、ご好評いただいている毎月分配型ファン

ドに加え、リスク軽減型ファンドや日本株ファンド等多種多様な

ファンド（平成１６年５月末現在２９商品）をご用意しております。

年金保険については、米ドル建個人年金や年金原資保証特約付

変額個人年金の商品を新たに導入し、多様なお客さまのニーズに

お応えできるように努めております。

加えて、サービス面については、専門スタッフである「ファイナ

ンシャルプランナー」や「資金運用コンサルタント」を約６０名増員

するとともに「資産運用セミナー」を各地で開催し、お客さまのご好評をいただいております。

また、資産運用のご相談のなかで、遺言信託や遺産整理に関心が高いお客さまについては、グループ会社

であるりそな銀行への紹介を行っており、平成１５年度は約２００件ご紹介させていただきました。

通帳不発行型の特典付総合口座「TIMO」（ティモ）の取り扱い開始

平成１６年３月より「ATM時間外手数料

無料」や「クレジットカードの年会費無

料」等の各種特典のついた、通帳不発行

型の総合口座「TIMO」（ティモ）の取り

扱いを開始しました。

■県内預金シェア 埼玉りそな銀行
県内シェア

４０.０％

その他県内金融機関
６０.０％

９０,０００ 

０ 

平成１５年９月期 平成１６年３月期 

８０,０００ 

８５,０００ 

■預金残高 （単位：億円）

埼玉県：総預金残高
２１兆３,５２５億円

８兆４,９６５億円

県内預金残高
８兆４,２００億円

県内比率
９９.１％

８兆６,３１４億円

県内預金残高
８兆５,３７６億円

県内比率
９８.９％

３,０００ 

０ 

平成１５年３月期 平成１６年３月期 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

■個人預り金融資産残高（預金を除く）（単位：億円）

１,６３３億円

２,８４８億円

４４億円

３４７億円

１,２４２億円

生命保険
１９１億円

公共債
４１４億円

投資信託
２,２４２億円
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その他の資産運用サービスへの取り組み

平成１６年５月より、営業店窓口にて、松井証券＊の証券取引口座開設申込書の受付業務を新たに開始いたしま

した。これにより、お客さまの証券取引口座の開設ニーズにお応えし、当社をご利用いただいているお客さ

まの満足度向上に努めております。

＊松井証券は、インターネット株式取引に特化した業界トップクラスの証券会社であり、その独自のサービスは、既に多くのお客さまから支持を受けております

●地方公共団体との関係

当社は、埼玉県、および県内９０市町村のうち８７の市町村から指定金融機関を受託させていただい

ており、税金などの公金取扱業務を通じて地域の皆さまに広くご利用いただいております。

また、埼玉県など地方公共団体等へのご融資をはじめ、埼玉県やさいたま市の公募債の代表幹

事を務め、地方債の引き受けを行うなど、円滑な地域金融の中心的な役割を担っております。

こうした取り組みを通じて、学校・病院・公園・上下水道・道路などの公共施設の整備、住宅地の

造成など、住みよい街づくりと地域経済社会の発展に積極的に寄与してまいります。
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地域のお客さまへのご融資の状況

貸出金

当社では、地域の中小企業および個人のお客さまへの資金ニーズ

に的確かつスピーディにお応えし、地域金融の円滑化に努めるこ

とが、地元銀行の重要な使命と考え、ご融資に関するご相談やご

提案、各種商品の開発等に積極的に取り組んでおります。

平成１６年３月期の貸出金残高は、４兆９,８０３億円（平成１５年３月

期比２,６９９億円増）と順調に増加いたしました。そのうち、県内貸

出金残高は、４兆８,１８０億円と全体の９６.７%を占めております。

埼玉県内におけるシェア（国内銀行 銀行勘定ベース）は約４割となっております。

中小企業のお客さまへの取り組み

当社は、県内各地域のマーケット規模や特性に合わせて営業人員

を傾斜投入し、お客さまのニーズに的確にお応えする体制を昨年

度整備いたしました。

これにより、これまで当社とお取引のなかった多くの企業のお

客さまと、ご融資取引を開始することができました。

●ビジネスローンセンターの設置

中小企業のお客さまに、これまで以上にきめ細かなご対応をさせていただくため、平成１６年４月より、融

資専門チャネル「ビジネスローンセンター」を、県内１０カ所に設置いたしました。

同センターでは、経験豊富な金融機関ＯＢを採用し、中小企業経営者の皆さまの良きアドバイザーとし

て、積極的にご融資の提案を行っております。今年度は、同センターを７０名体制として県内全域をカバー

する予定です。

●県内中小企業のお客さま向け融資商品の開発

平成１５年１１月より、代表者の個人保証を不要とするお取り扱いも可能

な「保証革命」（新規のお客さま向け）を、また、お取引内容に応じて金

利優遇が可能な「埼玉倶楽部」（既存のお客さま向け）の取り扱いを開始

いたしました。

これらの商品は、埼玉県内の地域特性を踏まえた、当社独自のスコアリングモデルを活用し、「無担保･

第三者保証人不要」「スピード回答」の取り扱いを可能としています。お取り扱い開始から平成１６年３月ま

での約５カ月間で、合計５４８件、１７４億円のご利用をいただきました。

●提案力の強化

当社では、中小企業向け融資の新規開拓を専門に担当するチームを組成して、当社とのお取引がなかった

お客さまにさまざまなご提案を積極的に行っております。

また、当社の稠密な県内店舗網とグループ・ネットワークを活かし、地域やお客さまのための情報活用

体制の整備、ビジネスマッチング機能の強化に努めております。

■県内貸出金シェア 埼玉りそな銀行
県内シェア

３９.９％

その他県内金融機関
６０.１％

埼玉県：総貸出残高
１２兆７３４億円

■県内貸出金の内訳

個人
５５.５％

県内貸出金残高
４兆８,１８０億円

中小企業
３１.７％
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個人のお客さまへの取り組み

埼玉県内の旺盛な住宅資金ニーズにお応えするため、さまざまな

施策を積極的に展開してまいりました。その結果、平成１６年３月

期の個人ローン残高は２兆６,７６２億円となり、平成１５年３月期比

２,４９７億円の大幅な伸びとなりました。

●日曜営業の開始

お客さまのご都合に合わせて住宅ローンのご相談・お手続き

をしていただくために、平成１６年１月から大宮と川口両住宅

ローンセンターでは、日曜営業を開始しました。

●予約制の導入

平成１６年４月より、住宅ローンのご相談・お手続きのためにご

来店いただくお客さまをお待たせすることなく、お一人おひと

りにきめ細かいご対応をさせていただくよう、全店において

「予約制」を導入しております。

●県内のお客さまのニーズにお応えした新商品の開発

平成１５年６月より、埼玉県産木材の使用率が６０%以上の住宅向けに「さいたま県産木材使用住宅専用ロー

ン」を、同７月からは、（財）さいたま住宅検査センターとタイアップした「住まいの安心サポートローン」の

取り扱いを開始いたしました。

さらに、平成１６年１月からは、県内の高齢者介護事業者と連携して、高齢者介護施設建設資金専用の

「グループホームローン〈民間借上げ型〉」の取り扱いを開始いたしました。

このほか、プライベートローン「自分計画」「自分計画ワイド」など、各種商品を取り揃え、さまざまなご

要望にお応えできるようラインアップの充実を図っております。

２７,０００ 

０ 

平成１５年３月期 平成１６年３月期 

２３,０００ 

２５,０００ 

■個人ローン残高 （単位：億円）

２兆４,２６４億円

２兆６,７６２億円

■業種別貸出先数 ■貸出金残高

サービス業 １.５％
製造業 １.１％
建設業 １.１％
小売業 ０.７％
その他

サービス業 ７.０％
製造業 ６.９％

その他

不動産業 ８.５％
地方公共団体 ８.４％

個人 ９４.３％
個人 ５５.８％

■業種別貸出金残高・貸出先数（平成１６年３月末現在）
（百万円・先）

貸出金残高 先　数
うち県内 うち県内

製造業 ３４２,１０１ ３１８,１１１ ３,３９８ ３,３７９

農・林・漁業 ８,４１０ ８,４１０ １１３ １１３

鉱業 ２,１６５ ２,１６５ １０ １０

建設業 １７５,５３０ １６６,２９０ ３,３２６ ３,３２０

電気・ガス・熱供給・水道業 ８,９８６ ８,９８６ ５２ ５２

情報通信業 １２,７６０ ７,３５５ １８２ １７９

運輸業 １２３,４１２ ８０,５６２ ７１２ ７００

卸売・小売業 ３１６,１５８ ２９０,６８４ ３,８４１ ３,８３３

金融・保険業 ２１,７８３ １０,５２１ ５７ ５１

不動産業 ４２１,５００ ４１１,８２２ １,３１５ １,３０９

うち地方公社等 １５４,５８９ １５４,５８９ ４７ ４７

サービス業 ３４８,９８１ ３１４,９１７ ４,５８０ ４,５６３

地方公共団体 ４１６,０１５ ４１６,０１５ １１５ １１５

個人（住宅・消費・納税資金等） ２,７８１,３８０ ２,７８１,１１４ ２９４,０２０ ２９４,００７

その他 １,１２０ １,１２０ １７ １７

合計 ４,９８０,３０７ ４,８１８,０８０ ３１１,７３８ ３１１,６４８
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地域経済活性化へ向けた取り組み

創業・新事業支援への取り組み

新事業の創出および成長は、地域活性化の原動力として期待されてお

ります。当社では、地域経済・産業の活性化に向けて、創業間もないお

客さまや新事業・事業転換に取り組む県内中小企業の皆さまを積極的

に支援するため、平成１５年７月に「新事業支援室」を設置いたしました。

同室では、専門のスタッフがご訪問するなどきめ細かなサポートを行う

とともに、支援機能やツール、体制の整備に取り組んでおります。

また、創業・新事業に取り組む中小企業の皆さまに対して、付加価値

あるアドバイスができる全社的な体制を構築するために、当社独自の

「目利き研修」や「中小企業支援スキル向上研修」を実施しております。

●新事業支援ネットワークの構築

平成１５年８月には、全国初となる国民生活金融公庫との案件取り次ぎ・情報交換等に関する業務提携を締

結したのをはじめ、日本政策投資銀行や埼玉県商工会連合会などとの提携を通じて、幅広い新事業支援の

ネットワークを構築しております。

●埼玉りそなＶファンドの創設

平成１６年３月には、「彩の国りそなベンチャーファンド」に加え、「投資」と「融資」を組み合わせた新事業向

けファンドとして、「埼玉りそなＶファンド」（総額１０億円）を創設いたしました。本ファンドでは、株式公

開を必ずしも前提としないアーリーステージの企業も含め、さまざまな成長ステージに応じて、より柔

軟に投融資を行うことを可能としました。

経営改善・事業再生支援への取り組み

当社では、地域にとってかけがえのない中小企業の皆さまの再生をご支援するため、平成１５年１０月、本部の

融資部内に企業再生の専門部署として「経営支援室」を設置し、企業再生支援への取り組みを強化しておりま

す。同室では、埼玉県中小企業再生支援協議会や外部大手監査法人との連携体制を構築し、再生機能の強化

を図るとともに、お客さまの経営改善計画の策定を支援し、実行のフォローアップを行っております。

●埼玉企業リバイバルファンドの組成・活用

国内初の地域限定再生ファンド「埼玉企業リバイバルファンド」を、平成１５年７月に組成いたしました。こ

のファンドは、コア事業への集約や財務・経営面の事業再構築等により、企業価値の向上が期待できるお

客さまを対象とし、企業再生に向けて積極的に活用しております。

●再生ノウハウの強化

企業再生を担う人材の育成を目指し、外部専門家等を講師とした当社独自の「企業再生支援人材育成研

修」を実施しております。この研修では、具体的事例を活用した実践力の強化と、当社のノウハウと外部の

専門知識との融合による再生スキルのレベルアップを図っております。

（埼玉新聞 平成１６年３月１日付）
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地域貢献活動

埼玉県内のＰＦＩ事業への支援

当社は、地域の社会基盤の拡充と経済・産業の活性化に貢献すべく、平

成１５年１０月に、埼玉県内初のＰＦＩ＊事業（「彩の国資源循環工場」サーマ

ルリサイクル施設）に対し、５０億円のご融資を実施いたしました。

当社では、地元埼玉県のＰＦＩ事業を活用した公共サービスの充実や雇

用機会の拡大等に、積極的に貢献してまいりたいと考えております。

＊PFI（Private Finance initiative）とは、公共施設等の整備・運営を民間主導で
行うことにより、効率的かつ効果的な公共サービスを提供する手法

「埼玉りそな経済情報」の創刊

当社は、経済活動全般に対する適切な情報提供を通じて、地域経

済・産業の発展に寄与することを目的に、平成１６年１月より、地

元経済情報誌として『埼玉りそな経済情報』を創刊いたしました。

地域情報に対する皆さまからのご要望にお応えするため、本誌

では毎月、県内の経済・産業動向に加え、各地の地域情報など、

幅広い情報を掲載し、タイムリーな情報提供に努めております。

県産品「彩の国優良ブランド品」の活用

埼玉県では、県産品の普及と品質向上、地元産業の振興のために「彩の国

優良ブランド品」の認定・推奨をしています。当社も、地元産業の発展への

寄与を目指して、お客さまへの景品に同ブランド品＊を活用しております。

＊お茶、せんべい、うどん、タオル、ハンカチなどの県内各地の名産品

「彩の国・埼玉りそな銀行 埼玉文学賞」への協賛

当社は、埼玉新聞社が毎年主催する「彩の国・埼玉りそな銀行埼玉文

学賞」に、平成６年度より協賛しております。文学を志す地元の皆さ

まを応援しております。

彩の国まごころ国体

今年は、第５９回国民体育大会「彩の国まごころ国

体」が埼玉県で開催されます。埼玉県を全国にア

ピールする絶好の機会であり、当社もオフィシャ

ル・サポーターとして、大会に協賛しております。

また、平成１５年１０月より、ご利用額の一部が

「彩の国まごころ国体募金」に寄付される「彩の

国まごころ国体カード」を取り扱っております。
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当社は、取締役会にて経営の重要事項を決定するとともに、取締役および執行役員の業務執行を監督してい

ます。また、取締役会は、業務執行の重要事項を協議・決定する「経営会議」「融資会議」を傘下に置き、意思決

定のスピードの向上を図るとともに、「監査会議」を置き、業務執行に対する牽制と監督が十分に働く体制を

構築しています。

さらに、当社では監査役会を設置し、経営に対する強固な監視・監督機能を確保しています。

平成１５年度は役員評価制度を導入し、３６０度評価や外部機関評価等により、多面的かつ総合的な評価を行

うとともに、グループ活性化に向けて役員の若返りを図りました。また、当社はグループの一員として「グルー

プ経営管理規程」等に基づき、りそなホールディングスの経営管理を受けることで、グループ一体となった企

業価値の向上と透明性の高い経営を目指して取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス体制について

内部監査は、当社のさらなる発展に向けて本部各部や営業店が健全に業務運営を行うよう、業務運営の仕組

みが適切に構築されているか、その仕組みが有効に機能しているかを検証・評価し、必要な改善を推進する

ものです。

当社では、客観的かつ公平に監査を行い、内部監査の実行性を十分に確保できる体制を整えています。

具体的には、取締役会の傘下に、内部監査の重要事項を協議・決定する「監査会議」を設置し、同会議の傘

下に、業務執行部門とは独立した部署として「内部監査部」を置くなど、業務執行状況に対する監査の独立性・

牽制機能を十分に確保した体制としています。

内部監査は、すべての部署、すべての業務を対象に策定する内部監査基本計画に基づき、リスクの種類・程

度に応じて実施しています。市場取引やシステム等の高度な専門性が求められる分野では、専門性の高い監

査員を配置し、監査を行っています。

内部監査の結果は、定期的に取締役会等に報告しています。また、内部監査を通じて発見された課題や問

題点は、内部監査部から所管部署へ改善提案、改善勧告を行い、モニタリングやフォローアップ等により、改

善状況をフォローしています。

内部監査体制について

■コーポレート・ガバナンス体制

埼玉りそな銀行

業務執行部門

取締役会

経営会議 融資会議 監査会議

業務監査部門

監査役会

株主総会

報告
委任
牽制

監査

監査

協議
報告

指導
管理

持
株
会
社

（
り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
）
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リスク管理体制について

リスク管理の基本的な考え方について

銀行業務の多様化や金融技術の革新により、銀行が管理すべきリスクは近年複雑化しています。こうした環境

下においては、それぞれのリスクを個別に管理するだけでは十分とはいえず、銀行全体のリスクを一元的に

管理する体制を構築するとともに、管理手法の高度化を図っていくことが重要になります。

当社のリスク管理の基本的な考え方は、各種リスクを一元的に把握し、リスク総量を経営体力の範囲内に

抑え、適切なリスクコントロールにより収益の最大化を図る、総合的なリスク管理体制の構築にあります。具

体的には、バリューアットリスク（ＶａＲ）などの統一的な尺度を用いて各種リスクを計量化すると同時に、リス

クに応じてどれだけ収益を上げているかを的確に把握し、リスクを効率的に配分するため、統合リスク管理

の高度化を進めています。

また、グループのリスク管理方針に則り「リスク管理の基本方針」を制定し、リスク統括部署（リスク統括部）

および各リスクカテゴリーごとのリスク管理部署を明確化しています。さらに、経営層をメンバーにした各リ

スク委員会・会議等における組織横断的な協議を通じて、内部統制の強化に努めています。

管理対象リスク

■リスクの種類とその管理部署

与信先の財務状況の悪化等から、資産の価値が減少ないし消失することにより損失を被るリ
スク信用リスク

リ
ス
ク
統
括
部
署（
リ
ス
ク
統
括
部
）

リスク統括部署
リスク管理部署

●融資企画部

長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から、保有する資産の価値が変動すること
により損失を被るリスク。市場の混乱等により取引ができなかったり、通常より著しく不
利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）は市
場リスクに含めます。

市場リスク

財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資
金の確保に通常よりも著しく高い金利の支払いを余儀なくされることにより損失を被るリスク流動性リスク

内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、または外的要因により生ずる
損失に関するリスク（以下の事務・システム・法務リスクを含む広義の概念）オペレーショナルリスク

役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスク

コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスク、
さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスク

事務リスク

法令や契約に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他法的原因により損失を被
るリスク

システムリスク

法務リスク

マスコミ報道、市場関係者の噂、評判、トラブル等がきっかけとなり、銀行の評判が悪化する
ことにより損失を被るリスクレピュテーショナルリスク

●リスク統括部

●リスク統括部

●リスク統括部

●業務管理部

●業務管理部

●リスク統括部
コンプライアンス室

■埼玉りそな銀行におけるリスク管理体制

信用リスク

市場リスク

流動性リスク

事務リスク

システムリスク

法務リスク

融資企画部

リスク統括部

リスク統括部

業務管理部

業務管理部

リスク統括部
コンプライアンス室

本

部

各

部

・

営

業

店

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル

リ
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ク

各
種
リ
ス
ク
管
理
関
係

会
議
・
委
員
会
等

融
資
会
議
、
A
L
M
委
員
会
、

流
動
性
リ
ス
ク
委
員
会
、

事
務
・
シ
ス
テ
ム
リ
ス
ク
委
員
会
等

経営会議

監査役会

監査会議

内部監査部

取締役会

レピュテーショナル
リスク 企画部

リ

ス

ク

統

括

部

●企画部

内
部
監
査
部
署（
内
部
監
査
部
）

経
営
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理
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＊一部大口先についてはＤＣＦ（ディスカウント・キャッシュ・フロー）法による引当を実施しています。

信用リスク管理

信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により、貸出金等の資産価値が減少ないしは消失し、損失を被

るリスクのことです。当社では、資産の健全性確保を経営の最重要課題の１つと位置づけ、業務推進部署から

独立した本部審査体制の整備、信用格付制度および自己査定制度による客観的な信用リスクの把握、信用リ

スクに見合った適正な収益の確保、ポートフォリオ管理に基づくリスク分散などを通じて、信用リスク管理の

高度化に努めています。

また、信用リスク管理の基本原則等を定めたクレジットポリシーを制定し、全社員に徹底することなどによ

り、信用リスク管理のレベルアップを図っています。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、有価証券価格等が変動することにより損失を被るリスクのことです。一般的に

市場性取引は瞬時にして多大な損失を及ぼす可能性を内在しているとの認識のもと、当社では厳格な管理を

実施しています。

まず、内部統括の有効性を高める組織とするため、取引実施部署（フロントオフィス）と後方事務を行う部

署（バックオフィス）を分離し、リスク管理部署（ミドルオフィス）を双方から独立して設置し、相互牽制が働く

体制を整えています。

次に、市場リスク全体の管理として、経営会議にてフロントオフィスが保有可能なリスク量（ＶａＲ）および

損失額に対して一定の限度を設定しています。また、フロントオフィスが実際に保有するリスク量および損益

の状況については、日次で担当役員に報告されるとともに、月次で経営会議およびＡＬＭ委員会にも報告する

体制を構築しています。

■VaRの実績値

対象期間

平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日

最大値

４８百万円

最小値

４百万円

平均値

１６百万円

※「トレーディング取引」の金利関連取引および外国為替取引のリスク量の合計

［当社のVaRの定量基準］
①信頼区間 片側９９％（標準偏差の２.３３倍）
②保有期間 １０営業日
③市場データの観測期間 １年
④商品間の価格変動の相関 金利関連取引内および外国為替取引内で考慮

SA
A
B
C
D
E
F

■信用格付制度と自己査定、償却・引当との関係

G

H

I

J

格　付

正常先

要注意先
要管理先
破綻懸念先
実質破綻先
破綻先

債務者区分

Ⅰ
（非）

分　類

予想損失率に基づき引当を実施

予想損失率に基づき引当を実施＊

保全不足部分について必要額を引当＊

保全不足部分について償却または引当を実施

償却・引当

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ
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流動性リスク管理

流動性リスクとは、財務内容の悪化等により必要な資金が確保できず、資金繰りがつかなくなる場合や、資金

の確保に通常よりも著しく高い金利の支払を余儀なくされることにより、損失を被るリスクのことです。当社

では、流動性リスクを最も重大なリスクと位置づけるとともに、資金繰り管理部署とリスク管理部署を分離

し、相互牽制による万全な管理体制を敷いています。

具体的には、当社の運用・調達構造の定期的な点検に加え、資産規模や調達能力等を勘案のうえ、資金調

達に対するガイドライン等を設定し、調達の安定化を図っています。

さらに、市場調達環境の急変などにより流動性リスクが顕在化した場合に備え、緊急度合いに応じて機動

的な対応が図れるよう、緊急時フェーズ別の対応策を定めています。

また、流動性リスクに係る状況は定期的に経営会議に報告する体制となっています。

オペレーショナルリスク管理

オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、または外的要

因から生じる損失に関するリスクであり、事務リスク、システムリスク、法務リスク、災害・外部犯罪などを含

む幅広い概念です。

当社では、２００６年末より新ＢＩＳ規制が適用されることを見据え、定量面・定性面の両方の側面から、これら

のリスクを統括的に把握・管理する体制を整備していくとともに、リスクの計量化を含めた管理の高度化に積

極的に取り組んでいます。

●事務リスク管理

銀行業務における事務処理面での事故や不正にかかわるリスクを事務リスクといい、業務が多様化してきて

いるなか、大量かつ時限性のある事務を正確かつ迅速に処理することが求められている銀行にとっては、こ

うした事務リスクの軽減・極小化に向けた適切な管理は欠かすことができません。

当社では、業務管理部が事務リスクの管理部署として、事務手続きの整備やシステム面の改善を行うとと

もに、効率的な事務運営が行えるよう事務プロセスの見直し等を実施しています。

また、内部牽制機能として本部各部および各営業店では定期的に自ら事務検証を行うほか、業務管理部が

各営業店に対し、業務運営や事故防止についての検証・指導を行っています。

●システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動など、システムの不備等に伴い損失を被る

リスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクです。当社は、システムリスク

を単に技術的な問題として捉えるのではなく、社会的に影響を与え経営を揺るがしかねないリスクとして認

識し、りそなホールディングスが定めた「グループリスク管理方針」に則り、基本的な考え方・枠組みを「シス

テムリスク管理の基本方針」等の規程に定め、適切に管理するとともにリスクの軽減を図っています。
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具体的には、システムリスクの統括部署が管理状況をモニタリングするなど、リスク顕在化の未然防止に

努めています。また、システムへの不正侵入防止策を講じるなど、情報の機密性に応じた対策を実施し、顧客

情報等の保護に努めています。さらに、システム障害等に備えたコンティンジェンシープランを整備し、未然

防止と併せて両面からシステムリスクの軽減に努めています。

●法務リスク管理

当社では、法務リスクを意識し、法令・諸規程を遵守した厳正な業務運営を実施するとともに、リスク統括部

コンプライアンス室等によるコンプライアンス・チェックの実施、計画的な法務研修の実施ならびに助言等

を通じて、法務リスクの現実化の回避および再発防止を図っています。

また、リスク統括部コンプライアンス室が訴訟等の情報を一元的に管理することにより、法務リスクの状

況を的確に把握し、管理体制の強化に努めています。

レピュテーショナルリスク管理

レピュテーショナルリスク（風評リスク）は、思いがけないところから顕在化するとともに、各種リスクと連

鎖し、対応次第では予想を超えた不利益を被るおそれがあり、経営上重要なリスクと位置づけて管理してい

ます。

レピュテーショナルリスクにつながる誤報、風説等の情報を早期に入手し、速やかに対策がとれるよう体

制を整備しています。平成１６年４月には、「風評等による危機管理規程」を制定し、風説の流布や情報漏洩等

による緊急事態・危機の発生に備えて、グループ一体となった対応策の明確化を図りました。また、広報・ＩＲ

活動を通じて、当グループに対する社会、顧客、株主等の理解と信頼を得るとともに、リスクの顕在化の防止、

リスクの極小化に努めています。

なお、情報の不統一を防止する観点から対外的な問い合わせおよび公表窓口は、りそなホールディングス

に一元化しています。
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コンプライアンス体制について

新経営理念等の制定

りそなグループは、お客さまや社会に認められる「良き企業」となるため、新たに「りそなグループ経営理念」

「りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）」および「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ（りそなグループ行動指針）」を制定し

ました。これらは、私たち一人ひとりが、お客さまや社会の視点に立って、法令やルールだけでなく社会規範

も遵守し、「コンプライアンスのできた企業であり続ける」ためのものであり、最も重要な課題として取り組

んでいます。

コンプライアンス態勢の再構築

りそなグループ経営理念等の制定に伴い、コンプライアンス態勢を全面的に見直しました。具体的には、コ

ンプライアンスに関する基本方針を大幅に改定し、役員・従業員の役割や組織体制などの枠組みを明確にす

るとともに、コンプライアンス実践に関する年度計画（コンプライアンス・プログラム）の策定方法を見直し、

すべての営業店・本部各部が主体となって取り組む態勢を整備しました。

一方で、法令に反する行為などの早期発見・未然防止を目的として、これまでのコンプライアンス・ホット

ラインについて、「社外弁護士への窓口創設」「フリーダイヤルの設置」「専用メールアドレスの開設」「匿名相談

機能の追加」などの機能拡充を実施しました。

コンプライアンス実践に関する取り組み

当社は、本部各部ならびに全営業店と、コンプライアンス統括部署である「リスク統括部コンプライアンス

室」が連携することにより、全社一丸となってコンプライアンスの実践に取り組んでいます。

本部各部は、担当業務におけるコンプライアンスの徹底状況を把握し、マニュアルの整備やルールの改定

等を行い、営業店に周知します。営業店では、コンプライアンス責任者を中心に店内研修を行い、これらを徹

底します。

また、新しい商品・サービスの取り扱い開始、契約書の締結などリスクの高い事項については、リスク統括

部コンプライアンス室が事前にチェックを行う体制としています。

■コンプライアンス運営体制

報告 統括

りそなホールディングス

グループ・コンプライアンス委員会

・コンプライアンスにかかわる
グループ横断的な協議機関・グループのコンプライアンスに関する統括

取締役会

コンプライアンス統括部

・コンプライアンスにかかわる基本方針およびコンプライアンス・プログラムの策定

・コンプライアンスにかかわる社内横断的な協議機関

・コンプライアンスに関する統括

埼玉りそな銀行

コンプライアンス委員会

リスク統括部コンプライアンス室

取締役会

営業店・本部
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平成１６年３月期の業績について

決算の概況

平成16年3月期は、埼玉りそな銀行が平成15年3月に営業を開始してから実質初年度となる決算でしたが、実勢業

務純益（一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益）は年間を通じて順調に拡大し、計画を大きく上回る398億円を

計上いたしました。

一方、平成15年9月中間決算において、「りそなグループ再生」を確実なものとするために不良債権の引当強化や

退職給付関連費用の前倒し処理など、抜本的な財務改革を断行いたしました。このため、中間期は49億円の中間純

損失となりましたが、下期については、実勢業務純益の拡大や与信費用の減少等により業績は急回復し91億円の利

益を確保した結果、年間でも41億円の当期純利益を計上することができました。

また、財務基盤につきましても、当期末の不良債権比率は3.03％と国内銀行トップレベルの健全性をさらに向上

させており、有価証券の含み損益も引き続き含み益を確保しております。

なお、当期末の単体自己資本比率は7.65％となり、国内基準行として十分な水準を確保しております。

●業務粗利益

業務粗利益は、営業体制を強化し、地域の金融ニーズに積極的にお応えしたことにより、貸出金が増加するととも

に投資信託や保険の販売が好調に推移したため、計画を上回る1,124億円となりました。

●経費（臨時費用を除く）

経費は、給与水準の見直しや物件費の削減努力などにより725億円となりました。

●業務純益

以上の結果、業務純益は359億円となりました。また、一般貸倒引当金繰入額を除いた実勢業務純益は398億円と

なりました。

●臨時損益

臨時損益は△256億円となりました。

一般貸倒引当金繰入額を含めた不良債権処理額については、上期に財務改革の断行により225億円を計上しま

したが、下期は不良債権の新規発生減少等により59億円にとどまり、年間では285億円となりました。

この結果、経常利益は103億円となりました。

●特別損益

特別損益につきましては、退職給付関連費用の将来負担を削減するため、厚生年金基金の代行部分返上により8億

円、会計基準変更時差異の一括費用処理により12億円の損失を計上するとともに、固定資産減損会計の早期適用に

より減損損失3億円を計上した結果、△26億円となりました。

●当期純利益

以上により、当期純利益は41億円となりました。

なお、繰延税金資産につきましては、回収可能性を十分検証のうえ計上しております。

■平成１６年３月期の主要な計数 （単位：億円）

平成１６年３月期
上期 下期 通期

業務粗利益 ５５６ ５６８ １,１２４

経費（△） ３７１ ３５３ ７２５

実勢業務純益＊1 １８４ ２１４ ３９８

不良債権処理額（△）＊2 ２２５ ５９ ２８５

経常利益 △５５ １５８ １０３

特別損益 △１９ △７ △２６

法人税等（△） △２５ ６０ ３４

当期純利益 △４９ ９１ ４１
＊1. 一般貸倒引当金繰入前
＊2. 一般貸倒引当金繰入額を含む
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■利益総括表 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
資金利益 ８,７０２ ９７,２３０
役務取引等利益 １,４４４ １３,８５０
その他業務利益 ２７４ １,３４３

業務粗利益 １０,４２０ １１２,４２４
経費（除く臨時経費）（△） ５,２７２ ７２,５４２
経費率 ５０.５％ ６４.５％

実勢業務純益（一般貸倒引当金繰入前） ５,１４８ ３９,８８２
一般貸倒引当金繰入額（△） △１００ ３,８９８

業務純益 ５,２４８ ３５,９８４
臨時損益 △１,９７６ △２５,６５６
うち株式等関係損益 ６３ １,９２１
うち不良債権処理額（△） １,５５５ ２４,６１６

経常利益 ３,２７１ １０,３２７
特別損益 ６ △２,６８２
税引前当期純利益 ３,２７７ ７,６４５
法人税、住民税及び事業税（△） １,４１５ １４４
法人税等調整額（△） △６１０ ３,３２０
当期純利益 ２,４７２ ４,１８１

■国内業務部門利鞘 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
資金運用利回 （Ａ） １.３８ １.２６
貸出金利回 （Ｃ） ２.２８ ２.１７
有価証券利回 １.５１ ０.４８

資金調達利回 （Ｂ） ０.１２ ０.１３
預金債券等利回 （Ｄ） ０.１１ ０.１１
外部負債利回 ０.９１ ０.６３

資金粗利鞘 （Ａ）－（Ｂ） １.２５ １.１３
預貸金利回差 （Ｃ）－（Ｄ） ２.１７ ２.０６

■自己資本比率（国内基準） （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
単体自己資本比率 ７.７７％ ７.６５％
Ｔｉｅｒ１比率 ３.９５％ ３.８９％
自己資本 ２,９６３ ３,０４３
Ｔｉｅｒ１ １,５０８ １,５４９
Ｔｅｉｒ２ １,４５５ １,４９３
控除項目

リスクアセット ３８,０９９ ３９,７５１
－－

■キャッシュ・フローの概要 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー ４,７８１ ４,５９５
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △２４６ △５,９６９
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー ２５０ △１６
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ０
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 ４,７８５ △１,３９１
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 ６,００４
Ⅶ　会社分割に伴う現金及び現金同等物の増加額 １,２１９
Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ６,００４ ４,６１３

※平成１５年３月期は、実質１カ月の決算であります。

－
－

■業績の概要 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
預金残高 ８６,００９ ８６,３１４
譲渡性預金残高 １３７ １５８
貸出金残高 ４７,１０３ ４９,８０３
有価証券残高 ５,４４８ １１,６２６
純資産額 １,５４４ １,７１１
１株当たり純資産額（円） ５１,４８９.２６ ５７,０５０.６１
総資産額 ９０,６４０ ９４,３０４



埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

28

平成１６年３月期の不良債権処理について

■不良債権処理の内訳（単体） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
不良債権処理額（Ａ） １５ ２４６

貸出金償却 １１ ７４

個別貸倒引当金純繰入額 ３ １３７

債権売却損失引当金繰入額

債権放棄

買取機構宛債権売却損

特定海外債権引当勘定繰入額

その他債権売却損等 ３４

一般貸倒引当金繰入額（Ｂ） △１ ３８

合計（Ａ＋Ｂ） １４ ２８５

－

－－

－－

－－

－－

■金融再生法基準による開示債権の状況（単体） （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月期
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ２９４ １８９

危険債権 ６１２ ６０７

要管理債権 ８０９ ７３３

小計 １,７１６ １,５３０

正常債権 ４６,００１ ４９,０５３

合計 ４７,７１７ ５０,５８３

■引当の状況（単体） （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月期
貸倒引当金 ３５１ ４５１

一般貸倒引当金 ２０５ ２４３

個別貸倒引当金 １４６ ２０７

特定海外債権引当勘定

特定債務者支援引当金

債権売却損失引当金

債権償却準備金 －－

－－

－－

－－

■リスク管理債権の状況（単体） （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月期
破綻先債権 ７１ ３６

延滞債権 ８１９ ７５６

３カ月以上延滞債権 ７４ １００

貸出条件緩和債権 ７３４ ６３３

リスク管理債権合計 １,７００ １,５２７
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■危険債権以下（オフバランス化対象）の債権残高 （単位：億円）

平成１４年度 平成１５年度 平成１５年度
下期末 上期末 下期末

平成１２年度上期以前発生分 ２２１ １５５ １２２

破産更生等債権 １４８ １０１ ７９

危険債権 ７２ ５４ ４３

平成１２年度下期発生分 ９６ ６７ ５８

破産更生等債権 ２７ ２５ ２３

危険債権 ６８ ４２ ３５

平成１３年度上期発生分 ８４ ３７ ２１

破産更生等債権 ９ １４ ４

危険債権 ７４ ２２ １６

平成１３年度下期発生分 １４５ １００ ７６

破産更生等債権 ４２ ３５ １７

危険債権 １０２ ６５ ５９

平成１４年度上期発生分 ４９ ４３ ３１

破産更生等債権 １０ １１ １３

危険債権 ３９ ３２ １７

平成１４年度下期発生分 ３１０ ２０２ １３３

破産更生等債権 ５６ ４５ ２０

危険債権 ２５４ １５６ １１２

平成１５年度上期発生分 ２５６ １８４

破産更生等債権 １９ １３

危険債権 ２３７ １７０

平成１５年度下期発生分 １６９

破産更生等債権 １７

危険債権 １５１

合計 ９０７ ８６３ ７９６

■債務者区分および債権区分の定義
自己査定の債務者区分 償却および引当の概要（銀行勘定）

正常先

要注意先

要注意先

（要管理先）

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

金融再生法による債権区分 各債権の内容

正常債権

要管理債権

危険債権 破綻懸念先に対する債権

破産更生債権及び
実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権

これらに準ずる債権

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修正
を加えた予想損失率に基づき、今後１年分の予想損失額を一般貸倒引当金として計上
しています。

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修正
を加えた予想損失率に基づき、今後３年分の予想損失額を一般貸倒引当金として計上
しています。
また、大口債務者については、個別債務者ごとの将来のキャッシュ・フロー見積額に
基づき所要貸倒引当金を算定するＤＣＦ法も採用し一般貸倒引当金として計上してい
ます。

債権金額から担保および保証による回収見込額を控除した残額に対し、個別債務者
ごとに合理的に見積もられた回収可能な部分を除いた金額、または過去の貸倒実績
率に将来見込み等必要な修正を加味した予想損失率に基づく今後３年分の予想損失
額を個別貸倒引当金として計上しています。

債権金額から担保および保証による回収見込額を控除した残額を個別債権ごとに償
却するか、個別貸倒引当金を計上しています。

正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債権

以外の債権

要注意先に対する債権のうちの「３カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に

該当する貸出債権
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単体財務諸表

銀行法第２０条第１項の規定により作成した書類については、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律第２２号）
による会計監査人の監査を受けております。なお、連結財務諸表は作成しておりません。

■貸借対照表 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在）

資産の部

現金預け金※７ ６０１,８７４ ４６２,７８６

現　金 １３０,７６１ １２７,８７２

預け金 ４７１,１１３ ３３４,９１４

コールローン ３,０２４,０４０ ２,５３７,２２３

買入手形 １０３,２００

買入金銭債権 １,５００

商品有価証券 ４５２ ５,２７７

商品国債 ４５２ １７７

商品地方債 １００

その他の商品有価証券 ４,９９９

有価証券※７ ５４４,８２８ １,１６２,６２５

国　債 ３６４,９１３ ７６６,７８１

地方債 ４０,７２８ ９７,０８６

社　債 ３７,４４３ １６７,８０９

株　式※１ １０１,７４０ １２３,４９４

その他の証券 ３ ７,４５１

貸出金※２、３、４、５、７、８ ４,７１０,３６１ ４,９８０,３０７

割引手形※６ ４２,４２９ ４４,４３１

手形貸付 ３００,９７１ ２５９,１４６

証書貸付 ３,９９７,１２０ ４,３４０,１８９

当座貸越 ３６９,８４１ ３３６,５４０

外国為替 １５,４１９ １９,２４４

外国他店預け １４,５４１ １８,６８３

買入外国為替※６ ３０２ ２７８

取立外国為替 ５７５ ２８２

その他資産 ４３,６６７ ４６,１６７

未決済為替貸 ６７５ ７

前払費用 １,７４４ １,８４０

未収収益 ７,１８９ ８,５０２

先物取引差入証拠金 １

先物取引差金勘定 １

金融派生商品 １,７８７ ３,８３１

繰延ヘッジ損失※９ １,０６５

その他の資産 ３２,２７０ ３０,９１６

動産不動産※１０、１１、１２ ７４,９２１ ７２,４８４

土地建物動産 ６７,３２８ ６５,６９０

建設仮払金 ５８４

保証金権利金 ７,００９ ６,７９３

繰延税金資産 ４３,７７１ ３０,８８１

支払承諾見返 ３９,８１７ ５３,８９９

貸倒引当金 △３５,１２６ △４５,１７５

資産の部合計 ９,０６４,０２９ ９,４３０,４２２

－

－

－

－

－

－

－

－
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（単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在）

負債及び資本の部

預金※７ ８,６００,９４８ ８,６３１,４２５

当座預金 ２３１,０４１ １９６,９４３

普通預金 ４,３０７,８２７ ４,３９２,２８１

貯蓄預金 ２１８,２００ ２０７,１１２

通知預金 １２,７９３ １０,９３７

定期預金 ３,６５４,２４３ ３,６６８,３４３

その他の預金 １７６,８４２ １５５,８０７

譲渡性預金 １３,７４０ １５,８９０

コールマネー※７ ３６,６１２ １５０,２５７

債券貸借取引受入担保金※７ ６６,７８６

売渡手形 １６６,６００

借用金 １２５,０１１ １２５,００２

借入金※１４ １２５,０１１ １２５,００２

外国為替 ２２５ ４８１

売渡外国為替 １４４ ３４１

未払外国為替 ８１ １４０

その他負債 ９２,０４０ ４８,９２６

未決済為替借 ６３５ ２１７

未払法人税等 １,４２０ ９５

未払費用 １２,３１０ １５,３１２

前受収益 ２,６７８ ２,５３７

金融派生商品 ５３８ ３,４３５

その他の負債 ７４,４５７ ２７,３２８

賞与引当金 １,１６４

支払承諾 ３９,８１７ ５３,８９９

負債の部合計 ８,９０９,５６１ ９,２５９,２７０

資本金※１５ ５０,０００ ５０,０００

資本剰余金 ８０,０００ ８０,０００

資本準備金 ８０,０００ ８０,０００

利益剰余金 ２２,４８４ ２４,９８６

利益準備金 ２０,０１２ ２０,０１２

当期未処分利益 ２,４７２ ４,９７３

当期純利益 ２,４７２ ４,１８１

株式等評価差額金 １,９８２ １６,１６５

資本の部合計 １５４,４６７ １７１,１５１

負債及び資本の部合計 ９,０６４,０２９ ９,４３０,４２２

－

－

－
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■損益計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年８月２７日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

経常収益 １２,７０９ １４８,６３６

資金運用収益 ９,６５２ １０９,２３５

貸出金利息 ８,８５６ １０２,２８４

有価証券利息配当金 ６７７ ４,３６３

コールローン利息 ７８ ２,１１６

買入手形利息 ０

預け金利息 ９ ０

その他の受入利息 ２９ ４７０

役務取引等収益 ２,６７０ ３０,４９０

受入為替手数料 ８９４ ８,４１８

その他の役務収益 １,７７５ ２２,０７１

その他業務収益 ２９５ ４,２８１

外国為替売買益 ９１ ７７６

商品有価証券売買益 １ ０

国債等債券売却益 １４ ２,５３８

金融派生商品収益 １８８ ９６５

その他の業務収益 ０ ０

その他経常収益 ９０ ４,６２８

株式等売却益 ６４ ２,１２１

その他の経常収益 ２５ ２,５０７

経常費用 ９,４３７ １３８,３０８

資金調達費用 ９５０ １２,００４

預金利息 ８４３ ９,６９３

譲渡性預金利息 ０ ６

コールマネー利息 ７ ２８

債券貸借取引支払利息 ３１

売渡手形利息 ６

借用金利息 ９８ １,９８２

金利スワップ支払利息 ２５５

その他の支払利息 ０ ０

役務取引等費用 １,２２６ １６,６３９

支払為替手数料 ２１０ １,４７０

その他の役務費用 １,０１５ １５,１６８

その他業務費用 ２１ ２,９３８

国債等債券売却損 ２１ ２,９３８

営業経費 ５,４１６ ７４,５４３

その他経常費用 １,８２２ ３２,１８２

貸倒引当金繰入額 ２９０ １７,６０５

貸出金償却 １,１６４ ７,４１３

株式等売却損 ０ ８９

株式等償却 ０ １１０

その他の経常費用 ３６７ ６,９６３

経常利益 ３,２７１ １０,３２７

特別利益 ２８ １,２８４

動産不動産処分益 １１ １０６

償却債権取立益 １６ ４

その他の特別利益※３ １,１７３

特別損失 ２２ ３,９６６

動産不動産処分損 ２２ ９３２

減損損失※４ ３５８

その他の特別損失※５ ２,６７４

税引前当期純利益 ３,２７７ ７,６４５

法人税、住民税及び事業税 １,４１５ １４４

法人税等調整額 △６１０ ３,３２０

当期純利益 ２,４７２ ４,１８１

前期繰越利益 ７９２

当期未処分利益 ２,４７２ ４,９７３
－

－

－

－

－

－

－

－



埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

33

■キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年８月２７日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 ３,２７７ ７,６４５

減価償却費 ４７５ ４,４８９

減損損失 ３５８

貸倒引当金の増加額 △１,７９５ １０,０４９

賞与引当金の増加額 ４０７ △１,１６４

資金運用収益 △９,６５２ △１０９,２３５

資金調達費用 ９５０ １２,００４

有価証券関係損益（△） △５７ △１１１

動産不動産処分損益（△） １０ ８２５

商品有価証券の純増（△）減 △４５２ △４,８２４

貸出金の純増（△）減 △１９４,９５１ △２６９,９４５

預金の純増減（△） ２６０,２７６ ３０,４７６

譲渡性預金の純増減（△） ３,０３０ ２,１５０

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △６ △８

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 １９,８４３ △１６

コールローン等の純増（△）減 ２９４,５７４ ３８２,１１６

コールマネー等の純増減（△） ３６,６１２ ２８０,２４４

債券貸借取引受入担保金の純増減 ６６,７８６

外国為替（資産）の純増（△）減 △１４,７４２ △３,８２４

外国為替（負債）の純増減（△） １０５ ２５５

資金運用による収入 １２,８３３ １０８,７０８

資金調達による支出 △１,７２１ △１１,５３１

その他 ６９,１３５ △４５,２７３

小　計 ４７８,１５１ ４６０,１７６

法人税等の支払額 △３ △６６５

営業活動によるキャッシュ・フロー ４７８,１４８ ４５９,５１０

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △５３,３２９ △２,６４７,９６２

有価証券の売却による収入 ２７,４８４ ２,０４９,６９８

有価証券の償還による収入 １,３４８ ４,６６０

動産不動産の取得による支出 △５００ △４,８８２

動産不動産の売却による収入 ３６５ １,５４３

投資活動によるキャッシュ・フロー △２４,６３０ △５９６,９４３

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △１,６８０

劣後特約付借入による収入 ２５,０００

財務活動によるキャッシュ・フロー ２５,０００ △１,６８０

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 １２ ８

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 ４７８,５３０ △１３９,１０４

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ６００,４７１

Ⅶ 会社分割に伴う現金及び現金同等物の増加額 １２１,９４１

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ６００,４７１ ４６１,３６７
－

－

－

－

－

－

■利益処分計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（株主総会承認日 平成１５年６月２４日） （株主総会承認日 平成１６年６月２３日）

当期未処分利益 ２,４７２ ４,９７３

利益処分額 １,６８０

配当金 （１株につき５６０円）１,６８０

次期繰越利益 ７９２ ４,９７３
－

－
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重要な会計方針 （平成１６年３月期）

０１. 商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）に
より行っております。

０２. 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による
償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式につ
いては移動平均法による原価法、その他有価証券で時価のあるものの
うち株式については決算日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定
された額、また、それ以外については決算日の市場価格等に基づく時
価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては
移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により
処理しております。

０３. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

０４. 固定資産の減価償却の方法
（１）動産不動産

建物については定額法を、動産については定率法をそれぞれ採用
しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物 ８年～５０年
動　産 ２年～２０年

（２）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法により償却しております。

０５. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債については、主として決算日の為替相場による円換
算額を付しております。
先物外国為替取引等に係る円換算差金については、従来、相殺のうえ
「その他の資産」又は「その他の負債」で純額表示しておりましたが、当
期からは、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上
及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２５号）に基づき総額で表示するとともに、その他資産及びその他負債
中の「金融派生商品」に含めて計上しております。
この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他の資産」
は８３百万円減少し、その他資産中の「金融派生商品」は２６４百万円増加、
その他負債中の「金融派生商品」は１８１百万円増加しております。

０６. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり
計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（以下「破綻先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が
発生していないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下
「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）及び貸
借対照表注記４.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権
については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定
利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金と
する方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。
なお、破綻懸念先のうちキャッシュ・フロー見積法を適用しない債
務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を減算した残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断して必要額を計上しております。
上記以外の債権については、合理的な方法により算出した予想損
失率等に基づく額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が
実施した資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査
し、その査定結果に基づいて、上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は９３,２６０百万円であります。

（２）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上
しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方
法は以下のとおりであります。
過去勤務債務　　　その発生年度に一括して損益処理
数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数（１０年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌期から損益処理

なお、会計基準変更時差異については、従来、１０年による按分額
を費用処理することとしておりましたが、退職給付会計の適用初年
度期首における退職給付債務の構成内容が、従業員数及び給与等
の削減により大きく変化したため、当中間期末における未認識会
計基準変更時差異残高が実態に合致しなくなりましたので、当中
間期末における残額を一括費用処理いたしました。

当該費用処理により、「その他の資産」は１,１５９百万円減少し、「税引
前当期純利益」は１,１５９百万円減少しております。
また、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部
分について、平成１５年８月２９日に厚生労働大臣から将来分支給義
務免除の認可を受けております。
なお、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計
士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置
を適用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係る退職
給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しており
ます。この処理により、「税引前当期純利益」は８４９百万円減少し、
また、決算日現在において測定された返還相当額（最低責任準備
金）は６,９９９百万円であります。

０７. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理
によっております。

０８. 重要なヘッジ会計の方法
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰
延ヘッジによっており、「銀行業における金融商品会計基準適用に関す
る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員
会報告第２４号）の本則規定に基づき処理しております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジにつ
いて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワッ
プ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価して
おります。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ
対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評
価をしております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジあるいは時価ヘッジを
行っております。

０９. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

１０. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現
金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

会計方針の変更 （平成１６年３月期）

固定資産の減損に係る会計基準
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６
号平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日から平成１７年３月３０日まで
に終了する事業年度に係る財務諸表について適用することを妨げな
いこととされたことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用してお
ります。
これによる税引前当期純利益に与える影響は、３５８百万円であります。

注　記　事　項 （平成１６年３月期）

貸借対照表関係
※１. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「株式」に９,６８３百万

円含まれております。
※２. 貸出金のうち、破綻先債権額は３,６８２百万円、延滞債権額は７５,６８０百

万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却
を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸
出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及
び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※３. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１０,００９百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日
の翌日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

※４. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６３,３３７百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻
先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。

※５. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は１５２,７１０百万円であります。
なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※６. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売
却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しております
が、その額面金額は４４,７０９百万円であります。
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※７. 担保に供している資産は、次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 ７６８,１１２百万円
貸出金 ４２,５２６百万円

担保提供資産に対応する債務
預金 ３７,５２４百万円
コールマネー １５０,０００百万円
債券貸借取引受入担保金 ６６,７８６百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の
代用として、現金預け金２１百万円及び有価証券１１４，２５５百万円を差
し入れております。

※８. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契
約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１,１２３,５２０百万
円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期
に無条件で取消可能なものが１,１２１,４１５百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである
ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額
をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧
客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措
置等を講じております。

※９. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で「繰延ヘッジ損失」と
して計上しております。
なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１,１３４百万円、繰延ヘッ
ジ利益の総額は６８百万円であります。

※１０.動産不動産の減価償却累計額 ５９,５２７百万円
※１１.動産不動産の減損損失累計額 ３５８百万円
※１２.動産不動産の圧縮記帳額 ７,５５９百万円

（当期圧縮記帳額 ー百万円）
※１３.支配株主に対する金銭債務総額 １００,００８百万円
※１４. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金１２５,０００百万円が含まれております。
※１５.会社が発行する株式の総数

普通株式 １２,０００千株
発行済株式総数
普通株式 ３,０００千株

※１６.商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加し
た純資産額は、１７，２７８百万円であります。

損益計算書関係
※１. 支配株主との取引による収益総額 １百万円
※２. 支配株主との取引による費用総額 ２,２５５百万円
※３.「その他の特別利益」には、賞与引当金戻入益１,１６４百万円を含んでお

ります。
※４. 投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、廃止店舗や遊休施設

等について、３５８百万円の減損損失を計上しております。稼働資産に
ついては、該当ありません。
上記減損損失のうち、土地は１９７百万円、建物は５３百万円であります。
稼働資産については、営業用店舗を基礎とし、キャッシュ・フローの
相互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピングの単位としてお
ります。廃止店舗や遊休施設等については、各々独立した単位として
取扱っております。
回収可能価額の算定は、原則として正味売却価額によっており、主として
不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。

※５.「その他の特別損失」には、厚生年金基金代行部分返上に伴う損失８４９
百万円、退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異の一括費用処
理額１,２５５百万円を含んでおります。

キャッシュ・フロー計算書関係
現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係
平成１６年３月３１日現在
現金預け金勘定 ４６２,７８６百万円
日本銀行以外の金融機関への預け金 △１,４１９百万円
現金及び現金同等物 ４６１,３６７百万円

リース取引関係
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

• リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相
当額

動　産 合　計
取得価額相当額 ６７百万円 ６７百万円
減価償却累計額相当額 ４３百万円 ４３百万円
期末残高相当額 ２３百万円 ２３百万円

• 未経過リース料
１年内 １年超 合　計

期末残高相当額 １２百万円 １２百万円 ２４百万円
• 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 １６百万円
減価償却費相当額 １５百万円
支払利息相当額 ０百万円

• 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

• 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、利息法によっております。

退職給付関係
1. 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 （Ａ） △３３,２４０百万円
年金資産 （Ｂ） ３６,４１５百万円
未積立退職給付債務 （Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） ３,１７４百万円
未認識年金資産 （Ｄ） △１,２５６百万円
未認識数理計算上の差異 （Ｅ） ９,４４２百万円
貸借対照表計上額純額 （Ｆ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ） １１,３６１百万円
前払年金費用 （Ｇ） １１,３６１百万円
退職給付引当金 （Ｆ）－（Ｇ） ー百万円

（注）１. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
（注）２. 厚生年金基金の代行部分について、平成１５年８月２９日に厚生労

働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。なお、
「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士
協会会計制度委員会報告第１３号）第４７-２項に定める経過措置を
適用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係る退職
給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理してお
ります。

２.退職給付費用に関する事項
勤務費用 １,７９５百万円
利息費用 ８００百万円
期待運用収益 △３５３百万円
過去勤務債務の費用処理額 ー百万円
数理計算上の差異の費用処理額 １,６６５百万円
会計基準変更時差異の費用処理額 １６９百万円
退職給付費用 ４,０７６百万円
厚生年金基金代行部分返上に伴う損失 ８４９百万円
会計基準変更時差異の一括費用処理額 １,２５５百万円

計 ６,１８２百万円
（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

３.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
（１）割引率 ２.００％
（２）期待運用収益率 ２.５０％
（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
（４）過去勤務債務の額の処理年数 １年（その発生年度に一括して損益

処理することとしている）
（５）数理計算上の差異の処理年数 １０年（各発生年度の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数によ
る定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌年から損益処理する
こととしている）

（６）会計基準変更時差異の処理年数 退職給付会計の適用初年度期首に
おける退職給付債務の構成内容
が、従業員数及び給与等の削減に
より大きく変化したため、当中間期
末における未認識会計基準変更時
差異残高が実態に合致しなくなり
ましたので、当中間期末における残
額を一括費用処理いたしました。

税効果会計関係
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ２７,７７０百万円
税務上の繰越欠損金 １４,５０３百万円
株式等償却否認 ９,７９６百万円
退職給付引当金 ４,１８８百万円
その他 ２,０００百万円
繰延税金資産小計 ５８,２５９百万円
評価性引当額 １０,００７百万円
繰延税金資産合計 ４８,２５１百万円
繰延税金負債
株式等評価差額金 △１０,９０８百万円
退職給付信託設定益等 △１,７１７百万円
その他 △４,７４４百万円
繰延税金負債合計 △１７,３６９百万円
繰延税金資産の純額 ３０,８８１百万円

１株当たり情報
１株当たり純資産額 ５７,０５０.６１円
１株当たり当期純利益 １,３９３.６９円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ー円
（注）１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式

がないので記載しておりません。
２.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当期純利益 ４,１８１百万円
普通株主に帰属しない金額 ー百万円
普通株式に係る当期純利益 ４,１８１百万円
普通株式の期中平均株式数 ３,０００千株
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主要な業務の状況を示す指標（単体情報）

■最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

経常収益 １２,７０９ １４８,６３６

業務純益 ５,２４８ ３５,９８４

経常利益 ３,２７１ １０,３２７

当期純利益 ２,４７２ ４,１８１

資本金 ５０,０００ ５０,０００

発行済株式総数（千株） ３,０００ ３,０００

純資産額 １５４,４６７ １７１,１５１

総資産額 ９,０６４,０２９ ９,４３０,４２２

預金残高 ８,６００,９４８ ８,６３１,４２５

貸出金残高 ４,７１０,３６１ ４,９８０,３０７

有価証券残高 ５４４,８２８ １,１６２,６２５

１株当たり純資産額（円） ５１,４８９.２６ ５７,０５０.６１

１株当たり配当額（円） ５６０.００

１株当たり当期純利益（円） ３,２０４.８６ １,３９３.６９

配当性向（％） ６７.９５

従業員数（人） ２,９９２ ２,８１６

単体自己資本比率（％） ７.７７ ７.６５

営業活動によるキャッシュ・フロー ４７８,１４８ ４５９,５１０

投資活動によるキャッシュ・フロー △２４,６３０ △５９６,９４３

財務活動によるキャッシュ・フロー ２５,０００ △１,６８０

現金及び現金同等物の期末残高 ６００,４７１ ４６１,３６７

（注）１. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２.「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利益」（以下、「１株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準（企業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

３. 従業員数は、就業人員数を記載しております。
４. 単体自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、国内基準により算出しております。

－

－

■業務のご案内

当社の業務内容は次のとおりです。

Ａ 預金業務
(a)預金 当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住者円

預金、外貨預金等を取り扱っております。
(b)譲渡性預金 譲渡可能な定期預金を取り扱っております。

Ｂ 貸出業務
(a)貸付　 手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。
(b)手形の割引 銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取り扱っております。

Ｃ 商品有価証券売買業務 国債等公共債の売買業務を行っております。
Ｄ 有価証券投資業務 預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。
Ｅ 内国為替業務 送金為替、当座振込及び代金取立等を取り扱っております。
Ｆ 外国為替業務 輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。
Ｇ 社債受託及び登録業務 担保附社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託及び登録に関する業務を行っております。
Ｈ 金融先物取引等の業務 金融先物・オプション取引業務、証券先物・オプション取引業務、金利先渡取引・為替先渡取引業務を

行っております。
Ｉ 信託代理店業務
りそな信託銀行の信託代理店として取り扱う業務です。
・年金信託
・特定金銭信託
・単独運用指定金銭信託等

J 附帯業務
(a)代理業務
○日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店及び国債代理店
業務
○地方公共団体の公金取扱業務
○株式払込金の受入代理業務及び株式配当金、公社債元
利金の支払代理業務
○中小企業退職金共済事業団等の代理店業務
○中小企業金融公庫等の代理貸付業務

(b)保護預り及び貸金庫業務
(c)有価証券の貸付
(d)債務の保証（支払承諾）
(e)金の売買
(f )公共債の引受
(g)国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売
(h)損害保険及び生命保険の窓口販売
( i )コマーシャル・ペーパー等の取り扱い
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■部門別損益の内訳 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

資金運用収支 ８,６９７ ９７,０００

資金運用収益 ９,６１１ １０８,６８８

資金調達費用 ９１４ １１,６８８

役務取引等収支 １,４２６ １３,６３９

役務取引等収益 ２,６４８ ３０,２１５

役務取引等費用 １,２２２ １６,５７６

その他業務収支 △５ △１,０７３

その他業務収益 １６ １,８６４

その他業務費用 ２１ ２,９３８

業務粗利益 １０,１１８ １０９,５６５

業務粗利益率（％） １.４５ １.２７

資金運用収支 ４ ２３０

資金運用収益 ４１ ５５５

資金調達費用 ３７ ３２５

役務取引等収支 １７ ２１１

役務取引等収益 ２１ ２７４

役務取引等費用 ３ ６３

その他業務収支 ２７９ ２,４１７

その他業務収益 ２７９ ２,４１７

その他業務費用

業務粗利益 ３０２ ２,８５８

業務粗利益率（％） ８.３３ ５.７３

資金運用収支 ８,７０２ ９７,２３０

資金運用収益 １ ８

９,６５２ １０９,２３５

資金調達費用 １ ８

９５０ １２,００４

役務取引等収支 １,４４４ １３,８５０

役務取引等収益 ２,６７０ ３０,４９０

役務取引等費用 １,２２６ １６,６３９

その他業務収支 ２７４ １,３４３

その他業務収益 ２９５ ４,２８１

その他業務費用 ２１ ２,９３８

業務粗利益 １０,４２０ １１２,４２４

業務粗利益率（％） １.４９ １.２９

一般貸倒引当金繰入額 △１００ ３,８９８

経費（除く臨時経費） ５,２７２ ７２,５４２

業務純益 ５,２４８ ３５,９８４

臨時損益 △１,９７６ △２５,６５６

経常利益 ３,２７１ １０,３２７

（注）１. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
２. 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。

業務粗利益３. 業務粗利益率＝資金運用勘定平均残高×１００

なお、平成１５年３月期については、年換算しております。

－－

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計
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■資金利益の内訳 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

(５,０９０) (１) （３,８４５） （８）
資金運用勘定 ８,１７９,６７８ ９,６１１ １.３８ ８,６０８,８５５１０８,６８８ １.２６

うち貸出金 ４,５５６,４１９ ８,８４８ ２.２８ ４,６９２,６１１１０２,１９０ ２.１７

商品有価証券 ４４８ ０ ０.３５ １１,８７２ ３ ０.０２

有価証券 ５２８,３０９ ６７７ １.５１ ８９２,０８１ ４,３４９ ０.４８

コールローン ３,０８４,３２２ ４７ ０.０１ ２,９９９,０２８ １,７２８ ０.０５

買入手形 ８,３１２ ０ ０.００

預け金 ５,０８６ ０ ０.０３ １,０７４ ０ ０.０２

資金調達勘定 ８,４６５,６２３ ９１４ ０.１２ ８,８５１,８１６ １１,６８８ ０.１３

うち預金 ８,３２３,１０６ ８１４ ０.１１ ８,４７７,５９２ ９,３８８ ０.１１

譲渡性預金 １４,７２２ ０ ０.０４ １２,６２７ ６ ０.０４

コールマネー ２６,９６５ １ ０.０４ １３５,８５７ １６ ０.０１

債券貸借取引受入担保金 ４７,６９０ ３１ ０.０６

売渡手形 ５３,０３１ ６ ０.０１

借用金 １００,８２１ ９８ １.１４ １２５,００７ １,９８２ １.５８

資金運用勘定 ４２,６７４ ４１ １.１５ ４９,８７３ ５５５ １.１１

うち貸出金 ３,００３ ８ ３.２２ ３,３９９ ９３ ２.７４

商品有価証券

有価証券 ２ １ １０６７０.４８

コールローン ２６,５１５ ３０ １.３６ ３２,０１０ ３８７ １.２１

買入手形

預け金 ２１ ０ ０.４８

(５,０９０) (１) （３,８４５） （８）
資金調達勘定 ４３,０７４ ３７ １.０１ ５０,１０９ ３２５ ０.６４

うち預金 ３３,９５９ ２９ １.０１ ４５,６１３ ３０４ ０.６６

譲渡性預金

コールマネー ３,７８３ ６ ２.０７ ４２２ １２ ２.８７

債券貸借取引受入担保金

売渡手形

借用金

資金運用勘定 ８,２１７,２６２ ９,６５２ １.３８ ８,６５４,８８２１０９,２３５ １.２６

うち貸出金 ４,５５９,４２３ ８,８５６ ２.２８ ４,６９６,０１０１０２,２８４ ２.１７

商品有価証券 ４４８ ０ ０.３５ １１,８７２ ３ ０.０２

有価証券 ５２８,３１２ ６７７ １.５１ ８９２,０８２ ４,３５９ ０.４８

コールローン ３,１１０,８３７ ７８ ０.０２ ３,０３１,０３８ ２,１１６ ０.０６

買入手形 ８,３１２ ０ ０.００

預け金 ５,０８６ ０ ０.０３ １,０９６ ０ ０.０２

資金調達勘定 ８,５０３,６０７ ９５０ ０.１３ ８,８９８,０８０ １２,００４ ０.１３

うち預金 ８,３５７,０６６ ８４３ ０.１１ ８,５２３,２０５ ９,６９３ ０.１１

譲渡性預金 １４,７２２ ０ ０.０４ １２,６２７ ６ ０.０４

コールマネー ３０,７４９ ７ ０.２９ １３６,２７９ ２８ ０.０２

債券貸借取引受入担保金 ４７,６９０ ３１ ０.０６

売渡手形 ５３,０３１ ６ ０.０１

借用金 １００,８２１ ９８ １.１４ １２５,００７ １,９８２ １.５８

（注）１. 平成１５年３月期の平均残高は、分割日以降１カ月間（平成１５年３月１日から３月３１日まで）の計数であります。
２.（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であり、合計欄では相殺して記載されております。
３. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。

－－－

－－－

－－－

－－－－－－

－－－－－－

－－－－－－

－－－－－－

－－－

－－－－－－

－－

－－－－－－

－－－

－－－

－－－

合

計
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■受取・支払利息の分析

平成１５年３月期は、分析の基準となる前年度の計数がないため、記載しておりません。
平成１６年３月期は、平成１５年３月期が実質的に１カ月の決算であるため分析の基準とならないので、記載しておりません。
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■役務取引等収支の内訳 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

役務取引等収益 ２,６４８ ３０,２１５
うち預金･貸出業務 ２８８ ５,８７５

為替業務 ８７６ ８,１８１
証券関連業務 １８９ １,２８０
代理業務 ２８２ ２,２１５
保護預り･貸金庫業務 ５４ ７３７
保証業務 ８ １２９

役務取引等費用 １,２２２ １６,５７６
うち為替業務 ２０６ １,４０９

役務取引等収益 ２１ ２７４
うち預金･貸出業務

為替業務 １８ ２３６
証券関連業務
代理業務
保護預り･貸金庫業務
保証業務 ３ ３７

役務取引等費用 ３ ６３
うち為替業務 ３ ６１

役務取引等収益 ２,６７０ ３０,４９０
うち預金･貸出業務 ２８８ ５,８７５

為替業務 ８９４ ８,４１８
証券関連業務 １８９ １,２８０
代理業務 ２８２ ２,２１５
保護預り･貸金庫業務 ５４ ７３７
保証業務 １１ １６７

役務取引等費用 １,２２６ １６,６３９
うち為替業務 ２１０ １,４７０

－－
－－
－－

－－

国
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門
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計

■その他の業務収支の内訳 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

商品有価証券売買益 １ ０

国債等債券関係損益 △６ △３９９

その他 ０ △６７４

計 △５ △１,０７３

外国為替売買益 ９１ ７７６

金融派生商品収益 １８８ １,６４０

その他

計 ２７９ ２,４１７

合　計 ２７４ １,３４３

－－

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

■営業経費の内訳 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

給料・手当 １,８９３ １８,０２１

退職給付費用 ３０８ ３,９０７

福利厚生費 １８４ ２,７７３

減価償却費 ４７５ ４,４８９

土地建物機械賃借料 ３３７ ６,０２１

営繕費 ４５ １０７

消耗品費 ２２ １,２９６

給水光熱費 １３ ８５２

旅　費 ３ ３１

通信費 １０ １,７３３

広告宣伝費 １５５ ９４６

租税公課 １６４ ４,５１７

その他 １,８０３ ２９,８４４

合　計 ５,４１６ ７４,５４３

（注）本表はＰ.３２の｢損益計算書｣中の経常費用中の｢営業経費｣の内訳を示したもので、Ｐ.３７の｢部門別損益の内訳｣中の｢経費｣との差額は臨時的な費用として｢部門別損益の内訳｣中の
｢臨時損益｣に含まれております。
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預金に関する指標（単体情報）

■預金科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

平均残高 期末残高 平均残高 期末残高

流動性預金 ４,５９０,５０７（５５.１） ４,７６９,８６３（５５.７） ４,７０８,５６１（５５.５） ４,８０７,２７５（５６.０）

うち有利息預金 ４,４２３,９７８（５３.１） ４,５３８,８２１（５２.９） ４,５２５,５８０（５３.３） ４,６１０,３３１（５３.７）

定期性預金 ３,６６０,４９０（４４.０） ３,６５４,２４３（４２.６） ３,７１８,７６８（４３.９） ３,６６８,３４３（４２.８）

その他 ７２,１０８ （０.９） １４３,８７２ （１.７） ５０,２６２ （０.６） ９９,７３３ （１.２）

小　計 ８,３２３,１０６（１００.０） ８,５６７,９７９（１００.０） ８,４７７,５９２（１００.０） ８,５７５,３５１（１００.０）

譲渡性預金 １４,７２２ １３,７４０ １２,６２７ １５,８９０

計 ８,３３７,８２９ ８,５８１,７１９ ８,４９０,２２０ ８,５９１,２４１

流動性預金 （－） （－） （－） （－）

うち有利息預金 （－） （－） （－） （－）

定期性預金 （－） （－） （－） （－）

その他 ３３,９５９（１００.０） ３２,９６９（１００.０） ４５,６１３（１００.０） ５６,０７３（１００.０）

小　計 ３３,９５９（１００.０） ３２,９６９（１００.０） ４５,６１３（１００.０） ５６,０７３（１００.０）

譲渡性預金

計 ３３,９５９ ３２,９６９ ４５,６１３ ５６,０７３

流動性預金 ４,５９０,５０７（５４.９） ４,７６９,８６３（５５.４） ４,７０８,５６１（５５.２） ４,８０７,２７５（５５.７）

うち有利息預金 ４,４２３,９７８（５２.９） ４,５３８,８２１（５２.７） ４,５２５,５８０（５３.０） ４,６１０,３３１（５３.４）

定期性預金 ３,６６０,４９０（４３.８） ３,６５４,２４３（４２.５） ３,７１８,７６８（４３.６） ３,６６８,３４３（４２.５）

その他 １０６,０６７ （１.３） １７６,８４２ （２.１） ９５,８７５ （１.２） １５５,８０７ （１.８）

小　計 ８,３５７,０６６（１００.０） ８,６００,９４８（１００.０） ８,５２３,２０５（１００.０） ８,６３１,４２５（１００.０）

譲渡性預金 １４,７２２ １３,７４０ １２,６２７ １５,８９０

総合計 ８,３７１,７８８ ８,６１４,６８８ ８,５３５,８３３ ８,６４７,３１５

（注）１.（ ）内は構成比であります。
２. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出しております。

－－－－

－－－－

－－－－

－－－－
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■預金者別残高 （単位：百万円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

個　人 ６,４４４,７２３（７４.９） ６,４９６,９６３（７５.３）

法　人 １,３５４,１３４（１５.７） １,３７３,７４５（１５.９）

その他 ８０２,０９１ （９.４） ７６０,７１６ （８.８）

合　計 ８,６００,９４８（１００.０） ８,６３１,４２５（１００.０）

（注）１.（ ）内は構成比であります。
２. 譲渡性預金及び特別国際金融取引勘定分を除いております。

■定期預金の残存期間別残高 （単位：百万円）

３カ月以上 ６カ月以上 １年以上 ２年以上３カ月未満 ６カ月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満 ３年以上 合　計

定期預金 ６７５,６１２ ４９６,７０９ １,０１２,２５１ ３５８,４１４ ３１９,８５０ ７９１,１３９ ３,６５３,９７７

うち固定自由金利定期預金 ６７３,２０６ ４９６,５８９ １,０１２,０５２ ３５８,３３６ ３１９,７３６ ７９１,１３９ ３,６５１,０５９

変動自由金利定期預金 １１５ １１９ １９９ ７７ １１４ ６２６

その他 ２,２９０ ２,２９０

定期預金 ６６６,２５２ ５１２,２０９ ８９０,５０９ ３１９,８０６ ４９３,８５８ ７８５,４４８ ３,６６８,０８５

うち固定自由金利定期預金 ６６４,１０７ ５１２,１６９ ８９０,４０４ ３１９,６９５ ４９３,７３０ ７８５,４４８ ３,６６５,５５６

変動自由金利定期預金 ７４ ４０ １０４ １１１ １２７ ４５８

その他 ２,０７１ ２,０７１

（注）積立定期預金を含んでおりません。

－－－－－

－

－－－－－

－
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貸出金に関する指標（単体情報）

■貸出金科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

平均残高 期末残高 平均残高 期末残高

手形貸付 ２７１,４４６ ２９８,８４３ ２５０,８８１ ２５７,０２９

証書貸付 ３,９６０,３９７ ３,９９６,００５ ４,１２１,６６４ ４,３３９,３２７

当座貸越 ２８５,４９７ ３６９,８４０ ２８２,４４６ ３３６,５４０

割引手形 ３９,０７７ ４２,４２９ ３７,６１８ ４４,４３１

計 ４,５５６,４１９ ４,７０７,１１８ ４,６９２,６１１ ４,９７７,３２８

手形貸付 １,９１０ ２,１２７ ２,３６６ ２,１１６

証書貸付 １,０９１ １,１１４ １,０３２ ８６１

当座貸越 ０ ０ ０ ０

割引手形

計 ３,００３ ３,２４３ ３,３９９ ２,９７８

手形貸付 ２７３,３５７ ３００,９７１ ２５３,２４８ ２５９,１４６

証書貸付 ３,９６１,４８９ ３,９９７,１２０ ４,１２２,６９７ ４,３４０,１８９

当座貸越 ２８５,４９８ ３６９,８４１ ２８２,４４６ ３３６,５４０

割引手形 ３９,０７７ ４２,４２９ ３７,６１８ ４４,４３１

計 ４,５５９,４２３ ４,７１０,３６１ ４,６９６,０１０ ４,９８０,３０７

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

－－－－

国
内
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国
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■貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合　計

貸出金 ５４１,８１７ ３１７,０１３ ３７１,０６６ ２６０,３１１ ２,８５０,３１１ ３６９,８４１ ４,７１０,３６１

うち変動金利 １９８,１５４ １９２,８０３ ８８,７４３ １,３３５,８２１ ２２５,９０１

固定金利 １１８,８５８ １７８,２６３ １７１,５６７ １,５１４,４９０ １４３,９３９

貸出金 ４８７,２７８ ３３１,０５８ ４３９,１８４ ２４４,９４９ ３,１４２,３４９ ３３５,４８６ ４,９８０,３０７

うち変動金利 １９８,８９１ ２３６,８８９ ９３,９７４ １,３７５,５３１ １４５,５３２

固定金利 １３２,１６７ ２０２,２９４ １５０,９７５ １,７６６,８１８ １８９,９５４

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

－－

－－

－－
－－
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■貸出金の担保別内訳 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

有価証券 １３,６４１ １８,００８

債　権 ７０,７７７ ６４,８４６

商　品

不動産 ８４６,５９９ ８４１,００６

その他 ４２ １５

計 ９３１,０６１ ９２３,８７６

保　証 ２,９５２,７４２ ３,２３４,００７

信　用 ８２６,５５７ ８２２,４２２

合　計 ４,７１０,３６１ ４,９８０,３０７

－－

■支払承諾の残高内訳 （単位：口、百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
手形引受 口数 ６ １６

金額 １７ ３５

信用状 口数 １２６ １２４

金額 ６０８ ６７０

保　証 口数 １,４８２ １,３７９

金額 ３９,１９１ ５３,１９４

合　計　 口数 １,６１４ １,５１９

金額 ３９,８１７ ５３,８９９

■支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
有価証券 ８８ １８１

債　権 ５８３ ７６９

商　品

不動産 １２,５４３ １６,９６０

その他

計 １３,２１５ １７,９１１

保　証 １７,０８１ ２５,１５７

信　用 ９,５２０ １０,８３０

合　計 ３９,８１７ ５３,８９９

－－

－－



埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

42

■貸出金の使途別内訳 （単位：百万円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

設備資金 ３,２８４,５４６（６９.７３） ３,５６６,００９（７１.６０）

運転資金 １,４２５,８１５（３０.２７） １,４１４,２９７（２８.４０）

合　計 ４,７１０,３６１（１００.００） ４,９８０,３０７（１００.００）

（注）（ ）内は構成比であります。

■貸出金の業種別内訳 （単位：百万円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

国内店分 ４,７１０,３６１（１００.００） ４,９８０,３０７（１００.００）

うち製造業 ３５５,４５７ （７.５５） ３４２,１０１ （６.８７）

農　業 ６,７９８ （０.１４） ７,５２３ （０.１５）

林　業 ９４２ （０.０２） ８８７ （０.０２）

漁　業 （－） （－）

鉱　業 １,７１６ （０.０４） ２,１６５ （０.０４）

建設業 １９１,０３２ （４.０６） １７５,５３０ （３.５２）

電気・ガス・熱供給・水道業 １１,９８７ （０.２５） ８,９８６ （０.１８）

情報通信業 ９,６９２ （０.２１） １２,７６０ （０.２６）

運輸業 １０９,３９６ （２.３２） １２３,４１２ （２.４８）

卸売・小売業 ３２６,１２２ （６.９２） ３１６,１５８ （６.３５）

金融・保険業 １１,５９９ （０.２５） ２１,７８３ （０.４４）

不動産業 ４０５,２７５ （８.６０） ４２１,６２１ （８.４６）

各種サービス業 ３３１,７９２ （７.０４） ３４８,９８１ （７.０１）

地方公共団体 ４１４,１０１ （８.７９） ４１５,８９４ （８.３５）

その他 ２,５３４,４４６（５３.８１） ２,７８２,５００（５５.８７）

特別国際金融取引勘定分 （－） （－）

合　計 ４,７１０,３６１ ４,９８０,３０７

（注）（ ）内は構成比であります。

－－

－－

■業種別リスク管理債権・金融再生法開示債権 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

リスク管理債権 金融再生法開示債権 リスク管理債権 金融再生法開示債権

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） １,７００ １,７１６ １,５２７ １,５３０

うち製造業 １９０ １９１ １４４ １４５

農　業 ８ ８ ７ ７

林　業

漁　業

鉱　業

建設業 １７５ １７５ １５２ １５３

電気・ガス・熱供給・水道業 ０ ０

情報通信業 ２ ２ ７ ７

運輸業 ７ ７ ８ ８

卸売・小売業 ２５４ ２５５ １７６ １７７

金融・保険業 ０ ０

不動産業 ４２８ ４２９ ４０５ ４０６

各種サービス業 ２５３ ２５６ ２３０ ２３１

地方公共団体

その他 ３７８ ３８７ ３９１ ３９１

合　計 １,７００ １,７１６ １,５２７ １,５３０

－－－－

－－

－－

－－－－

－－－－

－－－－

■中小企業等向け貸出 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

中小企業等に対する貸出金 ４,０３１,６３９ ４,２３７,７７１

総貸出金に占める割合 ８５.５９％ ８５.０９％

（注）１. 特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、サービ
ス業は１００人）以下の会社及び個人であります。
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■住宅ローン･消費者ローン残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
住宅ローン ２３,４１３ ２５,９４１

消費者ローン ８５０ ８２０

合　計 ２４,２６４ ２６,７６２

（注）住宅ローン債権流動化後の金額であります。
＜参考＞住宅ローン債権流動化前

平成１５年３月末 平成１６年３月末
住宅ローン ２６,０４９ ２８,２６０
消費者ローン ８５０ ８２０
合　計 ２６,９００ ２９,０８１

■特定海外債権残高 該当ありません。

■リスク管理債権残高 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
破綻先債権・延滞債権 ８９,１６６ ７９,３６３

３カ月以上延滞債権 ７,４７７ １０,００９

貸出条件緩和債権 ７３,４３７ ６３,３３７

リスク管理債権合計 １７０,０８１ １５２,７１０

（注）リスク管理債権の各々の定義はＰ.３４の注記事項をご参照ください。

■金融再生法に基づく資産査定額 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
破産更生債権及び
これらに準ずる債権 ２９,４９９ １８,９７２

危険債権 ６１,２３３ ６０,７１３

要管理債権 ８０,９１４ ７３,３４７

正常債権 ４,６００,１４４ ４,９０５,３３７

■貸倒引当金残高 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
一般貸倒引当金 ２０,５００ ２４,３９８

個別貸倒引当金 １４,６２６ ２０,７７７

合　計 ３５,１２６ ４５,１７５

（単位：百万円）

増減額 平成１５年３月末 平成１６年３月末
一般貸倒引当金 ３,８９８

個別貸倒引当金 ６,１５１

（注）平成１５年３月期は、前年度の計数がないため、増減額は記載しておりません。

－

－

■貸出金償却額 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
償却額 １,１６４ ７,４１３
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■有価証券の平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

平均残高 期末残高 平均残高 期末残高
国　債 ３５４,７９２（６７.２） ３６４,９１３（６７.０） ６２８,１１０（７０.４） ７６６,７８１（６６.０）
地方債 ３７,０２５ （７.０） ４０,７２８ （７.５） ５８,７７７ （６.６） ９７,０８６ （８.４）

社　債 ３６,６２６ （６.９） ３７,４４３ （６.８） １０６,１１７（１１.９） １６７,８０９（１４.４）
株　式 ９９,８６３（１８.９） １０１,７４０（１８.７） ９８,５２６（１１.０） １２３,４９４（１０.６）
その他 ０ （０.０） ０ （０.０） ５４８ （０.１） ７,４５０ （０.６）

うち外国債券及び外国株式 （－） （－） （－） （－）

その他 ０ （０.０） ０ （０.０） ５４８ （０.１） ７,４５０ （０.６）

計 ５２８,３０９（１００.０） ５４４,８２５（１００.０） ８９２,０８１（１００.０） １,１６２,６２３（１００.０）
国　債 （－） （－） （－） （－）

地方債 （－） （－） （－） （－）

社　債 （－） （－） （－） （－）

株　式 （－） （－） （－） （－）

その他 ２（１００.０） ２（１００.０） １（１００.０） １（1００.０）
うち外国債券及び外国株式 ２（１００.０） ２（１００.０） １（１００.０） １（１００.０）
その他 （－） （－） （－） （－）

計 ２（１００.０） ２（１００.０） １（１００.０） １（１００.０）
国　債 ３５４,７９２（６７.２） ３６４,９１３（６７.０） ６２８,１１０（７０.４） ７６６,７８１（６６.０）
地方債 ３７,０２５ （７.０） ４０,７２８ （７.５） ５８,７７７ （６,６） ９７,０８６ （８.４）

社　債 ３６,６２６ （６.９） ３７,４４３ （６.８） １０６,１１７（１１,９） １６７,８０９（１４.４）
株　式 ９９,８６３（１８.９） １０１,７４０（１８.７） ９８,５２６（１１.０） １２３,４９４（１０.６）
その他 ３ （０.０） ３ （０.０） ５５０ （０,１） ７,４５１ （０.６）

うち外国債券及び外国株式 ２ （０.０） ２ （０.０） １ （０.０） １ （０.０）

その他 ０ （０.０） ０ （０.０） ５４８ （０.１） ７,４５０ （０.６）

総合計 ５２８,３１２（１００.０） ５４４,８２８（１００.０） ８９２,０８２（１００.０） １,１６２,６２５（１００.０）

（注）１.（ ）内は構成比であります。
２. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

－－－－

－－－－
－－－－
－－－－
－－－－

－－－－

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計

有価証券に関する指標（単体情報）

■商品有価証券平均残高 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

商品国債 ４４８ ３６６

商品地方債 ０ ５０

その他の商品有価証券 １１,４５６

合　計 ４４８ １１,８７２

－

■商品有価証券売買高 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

商品国債 ７３７ ３,９３９

商品地方債 ２６２

その他の商品有価証券 ６,３３４

合　計 ７３７ １０,５３５

－

－
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■有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

１年超 ５年超 期間の定め１年以内 ５年以内 １０年以内 １０年超 のないもの 合　計

国　債 ９５,７９０ ２６９,１２２ ３６４,９１３
地方債 ６,９８５ ３３,７４２ ４０,７２８
社　債 ４,７４８ ２９,６６０ ３,０３５ ３７,４４３
株　式 １０１,７４０ １０１,７４０
その他 ３ ３

うち外国債券及び外国株式 ２ ２
その他 ０ ０

計 １００,５３８ ３０５,７６８ ３６,７７７ １０１,７４３ ５４４,８２８
国　債 １８９,９８１ ４５５,４２３ １００,１０４ ２１,２７２ ７６６,７８１
地方債 ２,２９４ ５１,３９１ ４３,４００ ９７,０８６
社　債 ３,８７４ １５８,６９０ ５,２４５ １６７,８０９
株　式 １２３,４９４ １２３,４９４
その他 ４,９９４ ２,４５７ ７,４５１

うち外国債券及び外国株式 １ １
その他 ４,９９４ ２,４５５ ７,４５０

計 １９６,１４９ ６７０,５００ １４８,７５０ ２１,２７２ １２５,９５１ １,１６２,６２５

（注）その他有価証券及び満期保有目的債券を対象としております。

－－－
－－－－
－－－
－－－－

－－
－－
－

－
－－－－
－－－－
－－－－
－－－－

－－
－－－
－－－

平
成
１５
年　
３
月
期

平
成
１６
年　
３
月
期

為替業務及び社債受託に関する指標（単体情報）

■内国為替取扱高 （単位：千口、百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
各地へ向けた分

口 数 ３,４６４ ３９,４１２

金　額 ２,７４８,６１７ ２６,１７１,９９２

各地より受けた分

口 数 ３,６５９ ４３,５８７

金　額 ２,６４０,９４９ ２６,９０９,８３０

各地へ向けた分

口 数 １８ ２３２

金　額 ３２,００９ ３６９,９７２

各地より受けた分

口 数 １ ７

金　額 １,７０４ １３,４０１

送
金
為
替

代
金
取
立

■外国為替取扱高 （単位：百万米ドル）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
仕向為替

売渡為替 ９０ １,３０４

買入為替 ５ ５１

被仕向為替

支払為替 ６６ １,４６５

取立為替 ４ ５４

合　計 １６８ ２,８７５

■外貨建資産残高 （単位：百万米ドル）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
外貨建資産残高 ３５４ ６０２

■担保附社債の受託状況 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
当行単独及び当行代表受託 １６,７１２ １３,１９６

他行代表共同受託 ２,４５０ ２,３５０

合　計 １９,１６２ １５,５４６
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■利益率 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
総資産経常利益率 ０.４４ ０.１１

資本経常利益率 ２５.６８ ６.８３

総資産当期純利益率 ０.３３ ０.０４

資本当期純利益率 １９.４０ ２.７６

経常（当期純）利益（注）１. 総資産経常（当期純）利益率＝ 総資産（除く支払承諾見返）平均残高×１００

経常（当期純）利益２. 資本経常（当期純）利益率＝資本勘定平均残高×１００

３. 平成１５年３月期は年換算しております。

■利鞘 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
資金運用利回り １.３８ １.２６

資金調達原価 ０.８４ ０.９３

総資金利鞘 ０.５４ ０.３３

資金運用利回り １.１５ １.１１

資金調達原価 ４.１７ ３.９１

総資金利鞘 △３.０１ △２.８０

資金運用利回り １.３８ １.２６

資金調達原価 ０.８６ ０.９５

総資金利鞘 ０.５２ ０.３１

経営諸比率の状況（単体情報）

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計

付帯業務に関する指標（単体情報）

■代理貸付の取扱高 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
中小企業金融公庫 １,２１５ １,０６２

国民生活金融公庫 １,５９１ １,４０７

住宅金融公庫 ２,１６１,０４３ １,９１１,４９３

農林漁業金融公庫 １１,４７６ １１,７７５

年金資金運用基金 １１２ ９６

福祉医療機構 ２,３４８ ２,２３７

雇用・能力開発機構 １０ １９

日本政策投資銀行

環境再生保全機構 ７,４４３ ６,２７９

労働者健康福祉機構 ３７ ５５

中小企業総合事業団 ８７９ ９２０

勤労者退職金共済機構 ３６ ２５

合　計 ２,１８６,１９５ １,９３５,３７２

（注）福祉医療機構については社会福祉・医療事業団、環境再生保全機構については環
境事業団、労働者健康福祉機構については労働福祉事業団がそれぞれ名称変更し
たものであります。

－－

■公共債引受額 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国　債 １９ ６６２

地方債 １６０ ５,９５０

政府保証債

合　計 １７９ ６,６１２

－－

■公共債及び証券投資信託窓口販売実績 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国　債 １１１ ４,１５０

地方債 １６０ ５,９０３

政府保証債

合　計 ２７１ １０,０５３

証券投資信託 ６,７５０ １４９,９４５

－－

■国内コマーシャル･ペーパー発行取扱実績 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
発行取扱実績 １,０６０－
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■１店舗当たりの預金・貸出金 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
預　金 ８１,２７０ ８１,５７８

貸出金 ４４,４３７ ４６,９８４

店舗数（店） １０６ １０６

（注）１. 預金には、譲渡性預金を含んでおります。
２. 店舗数には出張所及び代理店を含んでおりません。

■従業員１人当たりの預金・貸出金 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
預　金 ２,９５８ ３,１３６

貸出金 １,６１７ １,８０６

従業員（人） ２,９１２ ２,７５７

（注）１. 預金には、譲渡性預金を含んでおります。
２. 従業員数は出向者を除いております。

■預証率 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国内業務部門

期　末 ６.３４ １３.５３

期中平均 ６.３３ １０.５０

国際業務部門

期　末 ０.００ ０.００

期中平均 ０.００ ０.００

合　計

期　末 ６.３２ １３.４４

期中平均 ６.３１ １０.４５

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

■預貸率 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国内業務部門

期　末 ５４.８５ ５７.９３

期中平均 ５４.６４ ５５.２７

国際業務部門

期　末 ９.８３ ５.３１

期中平均 ８.８４ ７.４５

合　計

期　末 ５４.６７ ５７.５９

期中平均 ５４.４６ ５５.０１

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

預
貸
率

預
証
率

■来店客数 （単位：千人）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
来店客数 ２４６ ２２９

（注）期末月、月中平均来店客数であります。

従業員の状況

■従業員の状況

平成１５年３月期 平成１６年３月期

在籍人員ベース 在籍人員ベース

従業員数（人） ３,０８１ ２,９０６

平均年齢 ３５歳４月 ３５歳５月

平均勤続年数 １３年９月 １３年１１月

平均給与月額（円） ４０８千 ３８６千

（注）１. 従業員数は、嘱託及び臨時雇員を含んでおりません。
２. 平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものであります。

大株主の状況（平成１６年３月３１日現在）

■普通株式

所有株式数 割合株主名
（千株） （％）

株式会社りそなホールディングス ３,０００ １００.００
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■単体自己資本比率 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
（国内基準） （国内基準）

基本的項目 資本金 ５０,０００ ５０,０００

うち非累積的永久優先株

新株式払込金

資本準備金 ８０,０００ ８０,０００

その他資本剰余金

利益準備金 ２０,０１２ ２０,０１２

任意積立金

次期繰越利益 ７９２ ４,９７３

その他

その他有価証券の評価差損（△）

自己株式払込金

自己株式（△）

営業権相当額（△）

計 （Ａ） １５０,８０４ １５４,９８６

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注１）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の４５％相当額

一般貸倒引当金 ２０,５００ ２４,３９８

負債性資本調達手段等 １２５,０００ １２５,０００

うち永久劣後債務（注２） １００,０００ １００,０００

期限付劣後債務及び期限付優先株（注３） ２５,０００ ２５,０００

計 １４５,５００ １４９,３９８

うち自己資本への算入額 （Ｂ） １４５,５００ １４９,３９８

控除項目（注４） （Ｃ）

自己資本額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） ２９６,３０４ ３０４,３８４

リスク・アセット等 資産（オンバランス）項目 ３,７００,９３１ ３,８７６,５６３

オフバランス取引項目 １０９,０１３ ９８,６１２

計 （Ｅ） ３,８０９,９４５ ３,９７５,１７５

単体自己資本比率 ＝（Ｄ）/（Ｅ）×１００ ７.７７％ ７.６５％

（注）１. 告示第３０条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であ
ります。

２. 告示第３１条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
３. 告示第３１条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
４. 告示第３２条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

自己資本比率の状況

自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年大蔵省告示第５５号。以下、「告示」という。）に定
められた算式に基づき算出しております。
なお、当社は、国内基準を適用しております。

有価証券の時価等情報

■売買目的有価証券 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

貸借対照表計上額 ４５２ ５,２７７

当期の損益に含まれた評価差額 ０ ０

（注）貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品国債」「商品地方債」「その他の商品有価証券」中のコマー
シャル・ペーパーを含めて記載しております。
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金銭の信託の時価等情報

■運用目的の金銭の信託 該当ありません。

■満期保有目的の金銭の信託 該当ありません。

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 該当ありません。

■当期中に売却した満期保有目的の債券 該当ありません。

■当期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

その他有価証券

売却額 ２７,４９１ ２,０４９,６９８

売却益の合計額 ７９ ４,６６０

売却損の合計額 ２１ ２,９５１

■時価のない有価証券の主な内容及び
貸借対照表計上額 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

その他有価証券

非上場内国債券 ３６,６１９ ５１,１９８

非上場株式

（店頭売買株式を除く） ４,１２６ ４,３５０

■その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

貸借対照表 貸借対照表
取得原価 計上額 評価差額 うち益 うち損 取得原価 計上額 評価差額 うち益 うち損

株　式 ９５,７７９ ９７,６１４ １,８３５ ５,３２１ ３,４８６ ８９,２７１ １１９,１４４ ２９,８７２ ２９,８９４ ２２

債　券 ４０４,９７８ ４０６,４６４ １,４８５ １,５１３ ２７ ９５６,９１９ ９５４,１１９ △２,７９９ ７４９ ３,５４８

国　債 ３６４,４２８ ３６４,９１３ ４８４ ４９０ ５ ７６９,１９２ ７６６,７８１ △２,４１０ ４３２ ２,８４２

地方債 ３９,７１８ ４０,７２８ １,００９ １,０２２ １３ ７１,１７７ ７０,７２６ △４５０ １４９ ６００

社　債 ８３１ ８２３ △８ ８ １１６,５４９ １１６,６１１ ６１ １６７ １０５

その他 ２ ２ ０ ０ ７,１２８ ７,４５１ ３２２ ３２７ ５

合　計 ５００,７６０ ５０４,０８１ ３,３２１ ６,８３５ ３,５１３ １,０５３,３２０ １,０８０,７１５ ２７,３９４ ３０,９７１ ３,５７６

（注）貸借対照表計上額は、株式については決算日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については決算日における市場価格等に基づく時価により、
それぞれ計上したものであります。

－

－

■子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 該当ありません。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

貸借対照表 貸借対照表
計上額 時価 差額 うち益 うち損 計上額 時価 差額 うち益 うち損

地方債 ２６,３６０ ２６,０３７ △３２２ ３２２

合　計 ２６,３６０ ２６,０３７ △３２２ ３２２

（注）時価は、決算日における市場価格等に基づいております。

－－－－－－

－－－－－－

■保有目的を変更した有価証券 該当ありません。

■その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 １００,５３８ ３０５,７６８ ３６,７７７ １９６,１４９ ６６５,５０５ １４８,７５０ ２１,２７２

国　債 ９５,７９０ ２６９,１２２ １８９,９８１ ４５５,４２３ １００,１０４ ２１,２７２

地方債 ６,９８５ ３３,７４２ ２,２９４ ５１,３９１ ４３,４００

社　債 ４,７４８ ２９,６６０ ３,０３５ ３,８７４ １５８,６９０ ５,２４５

その他 ４,９９４

合　計 １００,５３８ ３０５,７６８ ３６,７７７ １９６,１４９ ６７０,５００ １４８,７５０ ２１,２７２－

－－－－－－－

－－

－－－

－－

－
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株式等評価差額金

貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

評価差額 ３,３２１ ２７,３９４

その他有価証券 ３,３２１ ２７,３９４

その他の金銭の信託

時価ヘッジ対象評価差額（△） ３２１

繰延税金負債（△） １,３３８ １０,９０８

株式等評価差額金 １,９８２ １６,１６５

－

－－

デリバティブ取引情報

取引の時価等に関する事項
■金利関連取引 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
うち１年超 うち１年超

取引所 金利先物

売　建 ３,７４２ △１ △１

買　建 ３,７４４ △０ △０

店　頭 金利スワップ

受取固定・支払変動 ５１,９５１ ５０,１３６ １,１８７ １,１８７ １１６,８４３ １１３,８２８ ２,００９ ２,００９

受取変動・支払固定 ４０,０００ ４０,０００ △２７ △２７ １１４,０００ ９４,０００ △３３ △３３

受取変動・支払変動

キャップ

売　建 ５,５７５ ４,８７５ ２ ４３ ６,４００ ４,０２５ １９ ３６

買　建

フロアー

売　建

買　建

スワップション

売　建

買　建 １,０４４ １,０４４ ２８ １８ １,１４４ １,０４４ １３ ３

合　計 １,１８５ １,２２２ １,９６８ ２,０１５

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－

－－－－－
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■通貨関連取引 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
うち１年超 うち１年超

店　頭 通貨スワップ ９,６１３ ９,６１３ ６２ ６２ ２５,４３９ １９,９３４ ２６１ ２６１

為替予約

売　建 １１,５１７ ２４１ ２４１

買　建 １１,３６１ △１５８ △１５８

通貨オプション

売　建 ３,５６３ ５６ △１９

買　建 ３,５６３ ５６ ３７

合　計 ３４４ ３６２

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映されているものは、上記記
載から除いております。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３. 従来、引直し対象としていた先物為替予約、通貨オプション等は、平成１６年３月期からは上記に含めて記載しております。
平成１５年３月期において引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

－－

－－－－－

－－－－－

－－－－－

－－－－－

（単位：百万円）

平成１５年３月期
契約額等

店　頭　　為替予約
売　建 ８,８０５
買　建 ５,１０９

通貨オプション
売　建 ８６７
買　建 ８６７

■株式関連取引 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
うち１年超 うち１年超

店　頭 有価証券店頭オプション

売　建

買　建

その他

売　建

買　建

合　計

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

■債券関連取引／商品関連取引／クレジットデリバティブ取引 該当ありません。
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決算公告（写）

銀行法第２０条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第２１条第１項及び第２項の規定により、本決算公告を本誌に掲載しています。
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さいたま営業部
さいたま市浦和区常盤７-４-１
０４８（８２４）２４１１

さいたま市役所前出張所
ＪＲ北浦和駅・浦和駅バス５分・
さいたま市役所前
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

さいたま市立病院出張所
ＪＲ北浦和駅バス１５分・さいたま
市立病院前下車さいたま市立病院内
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

桜区役所出張所
桜区役所内
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

県庁支店
さいたま市浦和区高砂３-１５-１
０４８（８２２）３３２１

さいたま新都心支店
さいたま市大宮区吉敷町４-２６２-１６
０４８（６０１）３４０１

けやきひろば出張所
ＪＲさいたま新都心駅（西口）
さいたま新都心けやきひろば
さいたま新都心支店 ０４８（６０１）３４０１

さいたま新都心合同庁舎
１号館出張所
ＪＲさいたま新都心駅（西口）合同庁舎
１号館２階エレベーターホール隣
さいたま新都心支店 ０４８（６０１）３４０１

埼玉中央地域

浦和中央支店
さいたま市浦和区高砂２-９-１５
０４８（８２９）２１１１

浦和駅前出張所
ＪＲ浦和駅（西口）徒歩２分・コルソビル１階
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

浦和流通センター出張所
ＪＲ浦和駅（西口）バス１５分・
浦和総合流通センター内
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

中浦和駅前出張所
ＪＲ中浦和駅徒歩２分
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

東浦和支店
さいたま市緑区東浦和５-１０-６
０４８（８７５）７８１１

緑区役所出張所
緑区役所内
東浦和支店 ０４８（８７５）７８１１

浦和東口支店
さいたま市浦和区東高砂町２-５
０４８（８８２）１１０１

南浦和支店
さいたま市南区南浦和２-３６-１５
０４８（８８５）３１１１

南浦和駅西口出張所
ＪＲ南浦和駅（西口）徒歩１分・丸広百貨店隣
南浦和支店 ０４８（８８５）３１１１

武蔵浦和支店
さいたま市南区沼影１-１０-１
０４８（８６１）２２３１

西浦和出張所
ＪＲ西浦和駅徒歩３分
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

根岸出張所
国道１７号線六辷交差点東３０ｍ
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

南区役所出張所
南区役所内
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

北浦和西口支店
さいたま市浦和区北浦和４-５-５
０４８（８３２）１５０１

埼大通り栄和出張所
ＪＲ南与野駅バス１０分・
テックランド浦和埼大通り店前
北浦和西口支店 ０４８（８３２）１５０１

南与野駅前出張所
ＪＲ南与野駅（西口）徒歩３分
北浦和西口支店 ０４８（８３２）１５０１

北浦和支店
さいたま市浦和区北浦和１-１-５
０４８（８８６）３１１１

いなげや三室店出張所
ＪＲ北浦和駅（東口）バス２０分・
いなげや浦和三室店前
北浦和支店 ０４８（８８６）３１１１

与野支店
さいたま市中央区大字下落合１０３９-３
０４８（８３１）９１１１

北与野出張所
ＪＲ北与野駅（北口）徒歩３分
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

中央区役所出張所
ＪＲ与野本町駅（東口）徒歩５分・
中央区役所内
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野駅西口出張所
ＪＲ与野駅（西口）駅前
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野駅東口出張所
ＪＲ与野駅（東口）徒歩１分
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野本町駅前出張所
ＪＲ与野本町駅（東口）駅前
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

大宮支店
さいたま市大宮区大門町３-７２
０４８（６４１）３３６１

大宮支店
土呂出張所
さいたま市北区土呂町１-１９-５
０４８（６５２）１５５１

大宮駅東口出張所
JR大宮駅東口１階
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮北出張所
ＪＲ大宮駅（東口）徒歩５分・
大栄ツインビル１階
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮区役所出張所
ＪＲ大宮駅（東口）徒歩５分・
大宮区役所内
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

埼玉精神神経センター出張所
ＪＲ大宮駅（東口）西武バス１０分
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

自治医大大宮医療センター
出張所
ＪＲ大宮駅（東口）バス１０分
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

東武ストア大宮公園店出張所
東武野田線大宮公園駅前
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

ルミネ大宮店出張所
ＪＲ大宮駅中央連絡通路西口側
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮西支店
さいたま市大宮区桜木町２-３１５
０４８（６４１）６６４１

大宮サティ出張所
大宮サティ内
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

さいたま赤十字病院出張所
さいたま赤十字病院内
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

ソニックシティ出張所
ＪＲ大宮駅（西口）徒歩５分・
ソニックシティビル２階
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

三橋出張所
ジャスコ三橋店隣
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

東大宮支店
さいたま市見沼区東大宮４-１６-２
０４８（６６７）１２１１

いなげや上尾沼南駅前店出張所
埼玉新都市交通沼南駅前
いなげやショッピングセンター内
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

東大宮駅東口出張所
ＪＲ東大宮駅（東口）駅前
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

深作出張所
国道１６号バイパス深作中交差点そば・
コミュニティーストア駐車場内
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

宮原支店
さいたま市北区宮原町２-１７-２
０４８（６６５）５２４１

いなげや大宮宮原店出張所
ＪＲ宮原駅（西口）バス１０分・西奈良町前下車
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

大宮総合食品卸売市場出張所
新大宮バイパス吉野町２丁目交差点・
大宮総合食品卸売市場内
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

北区役所出張所
北区役所内
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

宮原駅東口出張所
ＪＲ宮原駅（東口）駅前
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

宮原西口出張所
ＪＲ宮原駅（西口）駅前
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

イトーヨーカドー大宮宮原店出張所
イトーヨーカドー大宮宮原店内
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

日進支店
さいたま市北区日進町２-８５４-１
０４８（６６４）４０４０

日進駅前出張所
ＪＲ日進駅前
日進支店 ０４８（６６４）４０４０

指扇支店
さいたま市西区プラザ４３-１
０４８（６２２）５３１１

指扇駅前出張所
ＪＲ指扇駅前
指扇支店 ０４８（６２２）５３１１

西区役所出張所
西区役所内
指扇支店 ０４８（６２２）５３１１

七里支店
さいたま市見沼区大字風渡野６１０-４
０４８（６８５）１１１１

大和田出張所
東武野田線大和田駅前
七里支店 ０４８（６８５）１１１１

見沼区役所出張所
見沼区役所内
七里支店 ０４８（６８５）１１１１

川口支店
川口市川口３-２-２
０４８（２５３）３１１１

川口駅西口出張所
ＪＲ川口駅（西口）徒歩５分
リプレ川口一番街１号棟
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口駅東口出張所
ＪＲ川口駅（東口）徒歩２分・
そごうデパート内
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口市役所出張所
ＪＲ川口駅バス５分・川口市役所前
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口市立医療センター出張所
ＪＲ川口駅バス３０分・
川口市立医療センター内
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

済生会川口総合病院出張所
ＪＲ西川口駅徒歩１０分・
済生会川口総合病院前
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

ＳＫＩＰシティ出張所
ＳＫＩＰシティＡ街区産業技術
総合センター１階
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

西川口支店
川口市並木２-５-１
０４８（２５９）６４１１

西川口駅東口出張所
ＪＲ西川口駅（東口）駅前
西川口支店 ０４８（２５９）６４１１

川口南平支店
川口市領家１-１１-６
０４８（２２４）３１３３

東川口支店
川口市東川口３-１-１
０４８（２９８）７５１１

鳩ヶ谷支店
鳩ヶ谷市本町１-１５-１９
０４８（２８１）００３１

グリーンシティ出張所
ＪＲ蕨駅（東口）バス２５分・
グリーンシティ敷地内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷駅出張所
埼玉高速鉄道鳩ヶ谷駅内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷市役所出張所
ＪＲ西川口駅（東口）バス２０分・鳩ヶ谷市役所内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷本町出張所
ＪＲ西川口駅（東口）バス２５分・本町１丁目下車
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

蕨支店
蕨市中央３-１８-３
０４８（４３１）３８０１

蕨駅西口出張所
ＪＲ蕨駅（西口）駅前
蕨支店 ０４８（４３１）３８０１

蕨市役所出張所
ＪＲ蕨駅（西口）徒歩１２分・蕨市役所内
蕨支店 ０４８（４３１）３８０１

蕨東支店
蕨市塚越１-１-１７
０４８（４４２）３８６６

ダイヤモンドシティキャラ出張所
ＪＲ蕨駅（東口）バス７分・
ダイヤモンドシティキャラ内
蕨東支店 ０４８（４４２）３８６６

戸田支店
戸田市本町１-４-１
０４８（４４１）５２５１

北戸田駅前出張所
ＪＲ北戸田駅（東口）徒歩１分・駅前道路正面
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田駅西口出張所
ＪＲ戸田駅（西口）徒歩１分・
西口ロータリー南側
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田競艇場出張所
戸田競艇場内２階
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田市役所出張所
ＪＲ戸田駅（東口）徒歩１５分
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

イトーヨーカドー錦町店出張所
イトーヨーカドー錦町店内１階
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田中央総合病院出張所
ＪＲ戸田公園駅（東口）徒歩７分・
戸田中央総合病院内
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

上尾支店
上尾市仲町１-６-８
０４８（７７１）６３１１

上尾駅東口出張所
ＪＲ上尾駅（東口）徒歩１分
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾市役所出張所
ＪＲ上尾駅（東口）徒歩５分・上尾市役所庁舎１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾ショッピングアヴェニュー出張所
ＪＲ北上尾駅（東口）
上尾ショッピングアヴェニュー敷地内
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

アリコベール上尾出張所
ＪＲ上尾駅（東口）駅前まるひろ百貨店ビル１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

県立がんセンター出張所
県立がんセンター１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾西口支店
上尾市谷津２-１-５０-４
０４８（７７２）１１１１

上尾中央総合病院出張所
ＪＲ上尾駅（西口）徒歩７分・
上尾中央総合病院本館出入口
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

柏座出張所
ＪＲ上尾駅（西口）徒歩８分・
トヨタレンタカー上尾西口店そば
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

北上尾駅西口出張所
ＪＲ北上尾駅（西口）トミー駐輪場斜め向かい
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

西上尾出張所
ＪＲ上尾駅（西口）バス１０分・
西上尾第一団地センター前
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

桶川支店
桶川市東１-１-１８
０４８（７７３）１４８１

桶川支店
桶川西口出張所
桶川市若宮１-４-５６
０４８（７８７）６６８６

桶川市役所出張所
ＪＲ桶川駅徒歩５分
桶川支店 ０４８（７７３）１４８１

おけがわマイン出張所
ＪＲ桶川駅徒歩１分
桶川支店 ０４８（７７３）１４８１

北本支店
北本市北本１-３２
０４８（５９１）３１３１

北本駅ビル出張所
ＪＲ北本駅ビル３階
北本支店 ０４８（５９１）３１３１
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北本市役所出張所
北本市役所正面玄関右
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

いなげや北本駅前店出張所
ＪＲ北本駅（西口）徒歩２分
いなげや北本駅前店内
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

ヨークマート北本店出張所
ヨークマート北本店駐車場西側
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

リリヴ北本出張所
リリヴ北本店１階
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

鴻巣支店
鴻巣市本町３-１-２８
０４８（５４１）１４１１

川里町役場出張所
ＪＲ鴻巣駅（東口）バス２０分・
川里町役場駐車場内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

北鴻巣出張所
ＪＲ北鴻巣駅前
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

鴻巣駅西口出張所
ＪＲ鴻巣駅前
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

鴻巣市役所出張所
ＪＲ鴻巣駅バス１０分・鴻巣市役所内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

長崎屋北鴻巣店出張所
ＪＲ北鴻巣駅徒歩１５分・長崎屋北鴻巣店内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

伊奈支店
北足立郡伊奈町本町１-１１０
０４８（７２２）４４１１

伊奈町役場出張所
伊奈町役場庁舎前
伊奈支店 ０４８（７２２）４４１１

埼玉東地域

草加支店
草加市高砂２-２１-１１
０４８（９２２）３３０１

草加駅西口出張所
東武伊勢崎線草加駅（西口）徒歩１分
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

草加市役所出張所
草加市役所１階
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

谷塚駅西口出張所
東武伊勢崎線谷塚駅（西口）徒歩２分
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

松原支店
草加市松原１-１-６
０４８（９４２）５１４１

イトーヨーカドー新田店出張所
東武伊勢崎線新田駅（西口）徒歩５分
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

栄町出張所
東武伊勢崎線松原団地駅（東口）
徒歩５分・草加郵便局そば
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

独協通り出張所
東武伊勢崎線松原団地駅（西口）
独協大学通り西へ徒歩１０分
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

八潮支店
八潮市鶴ヶ曽根１３７７-２
０４８（９９５）８１０１

八潮市役所出張所
東武伊勢崎線草加駅（東口）バス２０分・
八潮市役所内
八潮支店 ０４８（９９５）８１０１

三郷支店
三郷市三郷１-４-４
０４８（９５３）５１１１

三郷支店
みさと団地出張所
三郷市彦成３-７-１５
０４８（９５７）４１３２

三郷駅北口出張所
ＪＲ三郷駅（北口）徒歩２分・早稲田中央通り前
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

三郷市役所出張所
三郷市役所本庁舎１階
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

吉川支店
吉川市保１-２-１５
０４８（９８２）１１１１

吉川北出張所
吉川団地内
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

吉川市役所出張所
吉川市役所内
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

ライフ吉川店出張所
ライフ吉川店入口
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

越谷支店
越谷市越ヶ谷２-２-４０
０４８（９６２）５１１１

松伏インストアプラザ
（越谷支店松伏出張所）
北L飾郡松伏町松葉１-５-３
（松伏ニュータウンショッピングセンター内）
０４８（９９２）２１１１

越谷市役所出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）徒歩１０分・
越谷市役所庁舎入口
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

越谷市立病院出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）バス１０分・
越谷市立病院１階
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

東越谷（ビッグエー東越谷店）出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）徒歩１５分
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

ファイン越谷出張所
東武伊勢崎線越谷駅ファイン内
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

松伏町役場出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（東口）
バス２０分・松伏町役場内駐車場
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

ヨークマート越谷赤山店出張所
東武伊勢崎線越谷駅（西口）徒歩１０分
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

南越谷支店
越谷市南越谷１-１７-２
０４８（９８５）９２１１

蒲生出張所
東武伊勢崎線蒲生駅（東口）徒歩５分・
蒲生中央通り商店街
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

蒲生駅東口出張所
東武伊勢崎線蒲生駅（東口）駅前
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

サンシティ出張所
ＪＲ南越谷駅（南口）・東武伊勢崎線
新越谷駅（東口）徒歩３分・サンシティ内
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

新越谷駅西口出張所
東武伊勢崎線新越谷駅（西口）駅前ロータリー
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

北越谷支店
越谷市大沢３-８-５
０４８（９７５）５１１１

北越谷西（ライフストア北越谷店前）
出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（西口）
徒歩３分・ライフ北越谷店前
北越谷支店 ０４８（９７５）５１１１

ポレール北越谷出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（東口）
徒歩１５分・生協ポレール北越谷店隣
北越谷支店 ０４８（９７５）５１１１

せんげん台支店
越谷市千間台西１-５-１７
０４８（９７６）５１１１

イトーヨーカドーせんげん台店出張所
東武伊勢崎線せんげん台駅（東口）徒歩５分
せんげん台支店 ０４８（９７６）５１１１

大袋駅前出張所
東武伊勢崎線大袋駅（東口）駅前
せんげん台支店 ０４８（９７６）５１１１

春日部支店
春日部市粕壁２-８-８
０４８（７５２）３１１１

一ノ割駅前出張所
東武伊勢崎線一の割駅（東口）駅前
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部駅東口出張所
東武伊勢崎線春日部駅（東口）徒歩２分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部市役所出張所
東武伊勢崎線春日部駅（西口）徒歩５分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

ロビンソン春日部店出張所
東武伊勢崎線春日部駅（東口）徒歩１０分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部西口支店
春日部市中央１-５１-１
０４８（７３６）２１１１

イトーヨーカドー春日部店出張所
東武伊勢崎線・野田線春日部駅（西口）
イトーヨーカドー１階
春日部西口支店 ０４８（７３６）２１１１

ポレール春日部出張所
東武伊勢崎線・野田線春日部駅（西口）
ポレール入口脇
春日部西口支店 ０４８（７３６）２１１１

武里支店
春日部市大字大枝８９
０４８（７３５）５１２１

タジマショッピングセンター
武里店出張所
東武伊勢崎線武里駅（西口）徒歩３分
武里支店 ０４８（７３５）５１２１

庄和支店
北L飾郡庄和町大字米島１１９８-３
０４８（７４６）５５５１

庄和町役場出張所
庄和町役場庁舎内
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

ヤオコー南桜井店出張所
東武野田線南桜井駅（北口）駅前
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

ヨークマート南桜井店出張所
東武野田線南桜井駅（北口）徒歩３分
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

岩槻支店
岩槻市本町３-１１-１６
０４８（７５７）２１１１

アピタ岩槻店出張所
東武伊勢崎線せんげん台駅（西口）
バス１５分・アピタ岩槻店内
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

岩槻駅前ワッツ出張所
東武野田線岩槻駅徒歩１分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

岩槻市役所出張所
東武野田線岩槻駅徒歩１０分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

岩槻西町出張所
東武野田線岩槻駅徒歩８分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

浦和美園駅出張所
埼玉高速鉄道浦和美園駅前
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

東岩槻支店
岩槻市東岩槻１-６-１
０４８（７９４）４５７１

東武豊春駅出張所
東武野田線豊春駅構内
東岩槻支店 ０４８（７９４）４５７１

杉戸支店
北L飾郡杉戸町杉戸２-１２-２６
０４８０（３４）１２２１

杉戸高野台駅前出張所
東武日光線杉戸高野台駅（西口）ロータリー側
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

杉戸町役場出張所
杉戸町役場入口横
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

東武動物公園駅出張所
東武伊勢崎線東武動物公園駅（東口）階段下
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

宮代支店
南埼玉郡宮代町中央３-８-１８
０４８０（３４）７７１１

宮代町役場前出張所
東武伊勢崎線東武動物公園駅（西口）
徒歩５分・宮代町役場前
宮代支店 ０４８０（３４）７７１１

幸手支店
幸手市中３-３-４
０４８０（４２）１２２１

幸手駅前出張所
東武日光線幸手駅前
幸手支店 ０４８０（４２）１２２１

幸手市役所出張所
東武日光線幸手駅徒歩２０分・幸手市役所庁舎前
幸手支店 ０４８０（４２）１２２１

蓮田支店
蓮田市本町４-１
０４８（７６８）２１１１

埼玉県立小児医療センター出張所
ＪＲ蓮田駅バス１０分・県立小児医療センター内
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

しまむら蓮田店出張所
ＪＲ蓮田駅（西口）徒歩８分・
しまむら蓮田店入口前
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

蓮田市役所出張所
ＪＲ蓮田駅バス１５分・蓮田市役所前
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

蓮田スカイランス出張所
ＪＲ蓮田駅（東口）徒歩２分・
蓮田ショッピングセンター内
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

白岡支店
南埼玉郡白岡町大字小久喜１１１２-１
０４８０（９２）１２３４

カスミ白岡店出張所
ＪＲ白岡駅（西口）徒歩１５分・大宮・栗橋線沿い
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

白岡町役場出張所
白岡町役場西側入口前
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

新白岡駅東口出張所
ＪＲ新白岡駅（東口）駅前
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

久喜支店
久喜市中央２-１０-２５
０４８０（２１）２２１１

イトーヨーカドー久喜店出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩１０分・
イトーヨーカドー久喜店内
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜駅西口駅前出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩１分・久喜支店向かい
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜駅東口出張所
ＪＲ久喜駅（東口）駅前
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜工業団地出張所
ＪＲ久喜駅（西口）バス１５分・
清久農協前バス停より徒歩２０分
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜市役所出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩２０分・久喜市役所敷地内
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

菖蒲支店
南埼玉郡菖蒲町大字菖蒲１７９-１
０４８０（８５）２２１１

菖蒲町役場出張所
菖蒲町役場東側駐車場内
菖蒲支店 ０４８０（８５）２２１１

鷲宮支店
北L飾郡鷲宮町中央２-１-２７
０４８０（５８）８１１１

東鷲宮出張所
ＪＲ東鷲宮駅徒歩５分
鷲宮支店 ０４８０（５８）８１１１

鷲宮町役場出張所
東武伊勢崎線鷲宮駅徒歩１５分・
鷲宮町役場庁舎内
鷲宮支店 ０４８０（５８）８１１１

栗橋支店
北L飾郡栗橋町東２-２-１
０４８０（５２）１２２１

大利根町役場出張所
大利根町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

北川辺町役場出張所
北川辺町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

栗橋町役場出張所
栗橋町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

済生会栗橋病院出張所
済生会栗橋病院駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

加須支店
加須市中央１-１２-３４
０４８０（６１）１２０１

イトーヨーカドー加須店前出張所
東武伊勢崎線加須駅徒歩２０分
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

加須市役所出張所
東武伊勢崎線加須駅（北口）
バス７分・加須市役所前
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

東武加須駅出張所
東武伊勢崎線加須駅改札右
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

東武ストア加須店出張所
東武伊勢崎線加須駅徒歩３分・
東武マイン１階出口右側
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

花崎駅前出張所
東武伊勢崎線花崎駅（北口）徒歩２分
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

騎西支店
北埼玉郡騎西町大字騎西１２５４-１
０４８０（７３）１２０１

埼玉西地域

川越支店
川越市幸町４-１
０４９（２２２）２２５１

川越支店
新河岸出張所
川越市大字砂９１７-１
０４９（２４１）２１１１

ウニクス南古谷出張所
ウニクス南古谷内
川越支店 ０４９（２２２）２２５１
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川越駅東口出張所
ＪＲ川越駅（東口）徒歩３分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越市役所出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス１５分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越バンテアン出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス２０分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

埼玉医科大学総合医療センター出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス２０分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

新河岸駅前出張所
東武東上線新河岸駅前
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

丸広百貨店川越店出張所
西武新宿線本川越駅徒歩７分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

ヤオコー川越山田店出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス１５分・康正会バス停前
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越南支店
川越市脇田本町１６-１４
０４９（２４２）２１２１

川越駅西口出張所
ＪＲ川越駅（西口）徒歩１分
川越南支店 ０４９（２４２）２１２１

本川越支店
川越市新富町１-２０-２
０４９（２２２）３７７０

川越市駅前出張所
東武東上線川越市駅前
本川越支店 ０４９（２２２）３７７０

霞ヶ関支店
川越市霞ヶ関北２-１-４
０４９（２３１）２００１

霞ヶ関駅前出張所
東武東上線霞ヶ関駅前
霞ヶ関支店 ０４９（２３１）２００１

上福岡支店
上福岡市上福岡５-３-１９
０４９（２６１）２２５１

アウトレットモールリズム出張所
東武東上線ふじみ野駅徒歩５分・
アウトレットモールリズム内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡西店出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
イトーヨーカドー上福岡西店内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡東店出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
イトーヨーカドー東店内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

上福岡市役所出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
上福岡市役所前
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

上福岡東口出張所
東武東上線上福岡駅（北口）徒歩２分
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

ポレール高階出張所
東武東上線新河岸駅徒歩１５分・
ポレール高階入口
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

南古谷駅前出張所
ＪＲ南古谷駅前
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

大井支店
入間郡大井町大字亀久保１２３９-６９
０４９（２６６）３７１１

大井町役場出張所
大井町役場庁舎前
大井支店０４９（２６６）３７１１

ふじみ野支店
富士見市大字勝瀬３４８４
０４９（２６３）８８８１

ふじみ野駅東口出張所
東武東上線ふじみ野駅（東口）駅前
ふじみ野支店 ０４９（２６３）８８８１

鶴瀬支店
富士見市大字鶴馬２６０２-３
０４９（２５１）２３５１

関沢出張所
東武東上線鶴瀬駅（西口）徒歩１０分・
マツモト電器メディア館そば
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

東武東上線鶴瀬駅前出張所
東武東上線鶴瀬駅（東口）駅前
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

富士見市役所出張所
富士見市役所敷地内
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

三芳町役場出張所
三芳町役場１階
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

みずほ台支店
富士見市東みずほ台１-１-５
０４９（２５３）１３１１

西みずほ台出張所
東武東上線みずほ台駅（西口）ロータリー直進３分
みずほ台支店 ０４９（２５３）１３１１

和光支店
和光市本町２-１
０４８（４６１）５６９１

イトーヨーカドー和光店出張所
東武東上線和光市駅徒歩３分・
イトーヨーカドー和光店内
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光市駅北口出張所
東武東上線和光市駅（北口）駅前
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光シーアイハイツ出張所
東武東上線和光市駅徒歩６分・
シーアイハイツ内サミット入口横
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光市役所出張所
東武東上線和光市駅バス５分・市役所前下車
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

朝霞支店
朝霞市本町１-９-３
０４８（４６４）２１１１

朝霞市役所出張所
東武東上線朝霞駅（南口）徒歩１０分・
朝霞市役所そば
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

北朝霞駅前出張所
ＪＲ北朝霞駅（東口）駅前ロータリー
アドバレスビル１階
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

西友･マルエツ朝霞店出張所
東武東上線朝霞駅（南口）徒歩８分
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

東武東上線朝霞駅北口出張所
東武東上線朝霞駅（北口）駅前
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

志木支店
志木市本町５-１７-３
０４８（４７１）３５５１

志木市役所出張所
志木市役所駐車場内
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

中宗岡四丁目出張所
いなげや中宗岡店前
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

マミーマート上宗岡店出張所
マミーマート上宗岡店駐車場内
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

柳瀬川駅前出張所
東武東上線柳瀬川駅（西口）駅前
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

新座支店
新座市東北２-３６-２７
０４８（４７２）５１５１

新座市役所出張所
東武東上線朝霞台駅（南口）バス１５分・
新座市役所市民第一駐車場
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

フードガーデン新座店出張所
ＪＲ新座駅（南口）徒歩２分
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

立教大学武蔵野新座キャンパス出張所
東武東上線志木駅（南口）バス５分・
立教大学正面脇
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

所沢支店
所沢市御幸町１-１６
０４（２９２２）２１４１

所沢支店
所沢東口出張所
所沢市くすのき台１-１０-８
０４２（９９６）１１５１

北所沢出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）
徒歩４分・所沢パークタウン
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

所沢駅前出張所
西武池袋線・新宿線所沢駅（西口）徒歩３分
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

所沢市役所出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）
徒歩５分・所沢市役所内
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

西所沢駅前出張所
西武池袋線西所沢駅前
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

東所沢駅前出張所
ＪＲ東所沢駅徒歩２分
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

防衛医科大学校病院出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）徒歩７分・
防衛医科大学校病院玄関棟
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

ヤオコーマーケットシティ所沢出張所
ヤオコーマーケットシティ所沢内１階
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

新所沢支店
所沢市緑町１-４-１１
０４（２９２２）１２２１

新所沢駅東口出張所
西武新宿線新所沢駅（東口）駅前
新所沢支店 ０４（２９２２）１２２１

小手指支店
所沢市小手指町３-１７
０４（２９４９）５１７１

小手指駅北口出張所
西武池袋線小手指駅（北口）駅前
小手指支店 ０４（２９４９）５１７１

武蔵藤沢支店
入間市大字下藤沢１２８-２４
０４（２９６４）２１１１

狭山ヶ丘駅前出張所
西武池袋線狭山ヶ丘駅前
武蔵藤沢支店 ０４（２９６４）２１１１

ヨークマート入間店出張所
西武池袋線武蔵藤沢駅バス１０分・
西武グリーンヒル前（安川通り）
武蔵藤沢支店 ０４（２９６４）２１１１

入間支店
入間市向陽台１-１６０-１２
０４（２９６４）２１２１

入間市駅前出張所
西武池袋線入間市駅（南口）駅前
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

入間市役所出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩１０分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

入間リバーパーク出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩２０分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

サイオス出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩１０分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

仏子駅前出張所
西武池袋線仏子駅（北口）駅前
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

丸広百貨店入間店出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩７分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

狭山支店
狭山市入間川１-５-１７
０４（２９５３）２１２１

狭山支店
狭山一番街出張所
狭山市入間川３-２１-１１
０４２（９５５）８４０１

笹井出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス１０分
国道２９９号線沿い根岸交差点至近
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

入曽出張所
西武新宿線入曽駅（東口）徒歩２分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

入曽駅前出張所
西武新宿線入曽駅（東口）駅前
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

柏原ニュータウン出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス１５分・
ショッピングセンター隣
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

狭山市駅東口ステーションビル
出張所
西武新宿線狭山市駅（東口）・ステーションビル１階
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

狭山市役所出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）徒歩７分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

西友狭山市駅前店出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）駅前
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

ヤオコー北入曽店出張所
西武新宿線狭山市駅（東口）バス２０分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

ヤオコー狭山店出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス２０分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

新狭山支店
狭山市新狭山３-１１-１
０４（２９５４）３３４１

新狭山駅北口出張所
西武新宿線新狭山駅（北口）駅前
新狭山支店 ０４（２９５４）３３４１

南大塚駅北口出張所
西武新宿線南大塚駅（北口）駅前
新狭山支店 ０４（２９５４）３３４１

東松山支店
東松山市箭弓町３-４-３
０４９３（２４）１２１１

東松山支店
嵐山出張所
比企郡嵐山町大字菅谷１３４
０４９３（６２）２４２４

イトーヨーカドー東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩３分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

川島町役場出張所
東武バス川島町役場入口下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

森林公園駅南口出張所
東武東上線森林公園駅南口
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

西友東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）バス１０分・
上沼バス停下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

高坂駅西口出張所
東武東上線高坂駅（西口）徒歩１分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

玉川村役場出張所
ＪＲ八高線明覚駅（北口）バス５分・
玉川村役場入口バス停
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

滑川町役場出張所
東武東上線森林公園駅バス５分・
裏郷バス停下車徒歩２分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山駅西口出張所
東武東上線東松山駅（西口）駅前
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山駅前出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩２分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山市役所出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山市立市民病院出張所
東武東上線東松山駅（東口）バス７分・
市民病院前下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

マルエツ東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

吉見町役場出張所
東武バス久保田下車徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

坂戸支店
坂戸市日の出町１-２６
０４９（２８３）２１２１

東坂戸代理店
坂戸市東坂戸２-５
０４９（２８３）５４１１

イトーヨーカドー坂戸店出張所
イトーヨーカドー坂戸店内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

マミーマート坂戸入西店出張所
マミーマート坂戸入西駐車場内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

いなげや鶴ヶ島出張所
いなげや鶴ヶ島店入口右側
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

北坂戸出張所
東武東上線北坂戸駅徒歩３分・
北坂戸団地内溝端公園前
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

坂戸市役所出張所
東武東上線坂戸駅（北口）徒歩１３分
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

鳩山ニュータウン出張所
鳩山ニュータウンショッピングセンター内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

明海大学病院出張所
明海大学病院入口左側
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

薬師町出張所
坂戸市内薬師町交差点角
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

鶴ヶ島支店
鶴ヶ島市上広谷１８-１０
０４９（２８５）１１８１

鶴ヶ島駅西口出張所
東武東上線鶴ヶ島駅（西口）徒歩１分
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

鶴ヶ島市役所出張所
鶴ヶ島市役所内
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

若葉駅前出張所
東武東上線若葉駅（東口）徒歩１分
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

飯能支店
飯能市八幡町３-６
０４２（９７２）３１１１
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高麗出張所
西武秩父線高麗駅徒歩３分・
こま武蔵台ショッピングセンター内
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

サビア飯能出張所
西武池袋線飯能駅徒歩５分・サビア飯能内
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

名栗村役場出張所
西武池袋線飯能駅バス４５分・浅海戸バス停前
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

飯能駅北口出張所
西武池袋線飯能駅（北口）徒歩１分
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

飯能駅南口出張所
西武池袋線飯能駅（南口）徒歩１分
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

飯能市役所出張所
飯能市役所庁舎内
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

丸広百貨店東飯能店出張所
ＪＲ八高線東飯能駅徒歩１分・
丸広百貨店東飯能店前
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

日高支店
日高市大字高萩６１４-２
０４２（９８５）１０１１

日高市役所出張所
ＪＲ高麗川駅徒歩２０分
日高支店 ０４２（９８５）１０１１

ヤオコー高麗川店出張所
ＪＲ高麗川駅徒歩１０分
日高支店 ０４２（９８５）１０１１

越生毛呂山支店
入間郡毛呂山町大字長瀬２３０８-１
０４９（２９４）７６１１

いなげや毛呂店出張所
東武越生線東毛呂駅徒歩２分・
いなげや毛呂店前
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

越生町役場出張所
東武越生線越生駅徒歩１０分・越生町役場南隣
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

埼玉医科大学附属病院出張所
ＪＲ毛呂駅徒歩５分・埼玉医科大学福祉棟１階
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

都幾川村役場出張所
都幾川村役場駐車場内
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

鳩山町役場出張所
鳩山町役場駐車場内
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

武州長瀬駅前出張所
東武越生線武州長瀬駅徒歩１分
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

小川支店
比企郡小川町大字大塚１１７３-６
０４９３（７２）２２１１

ヤオコーみどりが丘店出張所
東武東上線小川町駅バス５分・
ヤオコーみどりが丘店前
小川支店 ０４９３（７２）２２１１

埼玉北地域

吹上支店
北足立郡吹上町本町１-４-２
０４８（５４８）０８１１

吹上町役場出張所
ＪＲ吹上駅（南口）徒歩３分・吹上町役場敷地内
吹上支店 ０４８（５４８）０８１１

行田支店
行田市行田５-１６
０４８（５５６）１１３１

行田市役所出張所
秩父鉄道行田市駅徒歩１０分・行田市役所内
行田支店 ０４８（５５６）１１３１

JR行田駅前出張所
ＪＲ行田駅前
行田支店 ０４８（５５６）１１３１

羽生支店
羽生市中央３-２-１７
０４８（５６１）３１１１

羽生駅前出張所
東武伊勢崎線羽生駅交番横
羽生支店 ０４８（５６１）３１１１

羽生市役所出張所
羽生市役所庁舎前
羽生支店 ０４８（５６１）３１１１

熊谷支店
熊谷市本町１-１０１
０４８（５２１）１５１１

いなげや大里江南店出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）小川町駅行き
バス２０分・スーパーいなげや内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

大里町役場出張所
大里町役場庁舎駐車場入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

川本町役場出張所
川本町役場庁舎入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅ビル出張所
ＪＲ熊谷駅ビルＡＺ内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅南口出張所
ＪＲ熊谷駅（南口）徒歩１分
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷市役所出張所
熊谷市役所庁舎駐車場入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷西出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）深谷駅行きバス１０分・
石原駅入口前
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷流通センター出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）バス１０分・
ソシオ熊谷情報センタービル内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

県立循環器・
呼吸器病センター出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）小川町駅行きバス３０分・
県立循環器・呼吸器病センター内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

江南町役場出張所
江南町役場庁舎内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

ビッグベア出張所
ショッピングセンタービッグベア北側
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

八木橋百貨店出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）徒歩１５分・八木橋百貨店内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅前支店
熊谷市筑波２-４８-１
０４８（５２１）４３５１

籠原支店
熊谷市大字新堀７８０-１
０４８（５３３）４４１１

籠原駅南口出張所
ＪＲ籠原駅（南口）徒歩１分
籠原支店 ０４８（５３３）４４１１

マミーマート籠原店出張所
ＪＲ籠原駅（南口）徒歩１０分
籠原支店 ０４８（５３３）４４１１

深谷支店
深谷市西島町２-１９-６
０４８（５７１）４１１１

ダイアパレス上野台出張所
ＪＲ深谷駅車８分・
ダイアパレスビッグウィング前
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

深谷上柴ショッピングセンター
出張所
ＪＲ深谷駅車１０分・
深谷上柴ショッピングセンター内
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

深谷市役所出張所
ＪＲ深谷駅徒歩１０分・深谷市役所前駐車場
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

ヤオコー深谷国済寺店出張所
ＪＲ深谷駅車１０分・ヤオコー深谷国済寺店駐車場内
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

妻沼支店
大里郡妻沼町大字妻沼１４５１
０４８（５８８）１２２１

イール妻沼出張所
ＪＲ熊谷駅（東口）バス２５分・
イール妻沼ショッピングセンター正面入口
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

妻沼町役場出張所
ＪＲ熊谷駅（東口）バス３０分・妻沼町役場駐車場内
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

岡部支店
大里郡岡部町大字岡２６２７-１
０４８（５８５）２５１１

岡部町役場出張所
ＪＲ岡部駅徒歩５分・岡部町役場駐車場敷地内
岡部支店 ０４８（５８５）２５１１

本庄支店
本庄市中央１-６-２５
０４９５（２２）２１２１

上里出張所
ＪＲ神保原駅徒歩３分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

上里町役場出張所
JR神保原駅徒歩１０分
上里町役場入口
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

ベルク本庄店出張所
本庄駅（北口）徒歩３分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

本庄駅南口出張所
ＪＲ本庄駅（南口）徒歩１分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

本庄市役所出張所
ＪＲ本庄駅（北口）徒歩１０分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

美里町役場出張所
ＪＲ松久駅徒歩５分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

児玉支店
児玉郡児玉町大字児玉１６-４
０４９５（７２）１２２１

神川町役場出張所
ＪＲ丹荘駅徒歩８分
児玉支店 ０４９５（７２）１２２１

児玉町役場出張所
ＪＲ児玉駅徒歩１２分
児玉支店 ０４９５（７２）１２２１

寄居支店
大里郡寄居町大字寄居９８９-１
０４８（５８１）１７７１

花園町役場出張所
秩父鉄道小前田駅徒歩８分・花園町役場正面脇
寄居支店 ０４８（５８１）１７７１

寄居町役場出張所
秩父鉄道・東武東上線・ＪＲ寄居駅（北口）
徒歩１分・寄居町役場庁舎内
寄居支店 ０４８（５８１）１７７１

秩父支店
秩父市本町４-６
０４９４（２２）３８５０

公園橋モール出張所
秩父鉄道秩父駅（西口）徒歩７分・ベルク敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

地場産業振興センター
出張所
秩父鉄道秩父駅（西口）徒歩１分
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

秩父市役所出張所
秩父鉄道御花畑駅東側徒歩２分・
秩父市役所敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

矢尾百貨店出張所
秩父鉄道御花畑駅西側徒歩７分
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

横瀬町役場出張所
西武秩父線横瀬駅徒歩３分・横瀬町役場敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

皆野支店
秩父郡皆野町大字皆野１４０７
０４９４（６２）２１２１

長A町役場出張所
秩父鉄道野上駅徒歩３分・長瀞町役場前
皆野支店 ０４９４（６２）２１２１

小鹿野支店
秩父郡小鹿野町大字小鹿野３６０-１
０４９４（７５）１２５５

大手町中央支店
千代田区大手町１-１-２
０３（３２１３）０６２１

新宿駅前支店
新宿区西新宿１-１０-１
０３（３３４５）１３３１

池袋東口支店
豊島区南池袋１-２１-５
０３（５９５０）６３０１

足利出張所
ＪＲ足利駅徒歩３分
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

今井病院出張所
東武伊勢崎線足利市駅徒歩１０分・
今井病院内
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

住宅ローンセンター

南浦和住宅ローンセンター
さいたま市南区南浦和２-３６-１５
南浦和支店内
０４８（８８５）４８０１

大宮住宅ローンセンター
さいたま市大宮区大門町３-７２
大宮支店内
０４８（６４８）４４８２

大宮西住宅ローンセンター
さいたま市大宮区桜木町２-３１５
大宮西支店内
０４８（６４９）７９０１

川口住宅ローンセンター
川口市栄町３-５-１
川口駅東口出張所内
０４８（２５９）１４１１

蕨東住宅ローンセンター
蕨市塚越１-１-１７
蕨東支店内
０４８（４４２）５５４１

新座住宅ローンセンター
新座市東北２-３６-２７
新座支店内
０４８（４７２）３３３５

上尾西口住宅ローンセンター
上尾市谷津２-１-５０-４
上尾西口支店内
０４８（７７６）１７００

草加住宅ローンセンター
草加市高砂２-２１-１１
草加支店内
０４８（９２２）４５６１

南越谷住宅ローンセンター
越谷市南越谷１-１７-２
南越谷支店内
０４８（９８８）８８３１

春日部西口住宅ローンセンター
春日部市中央１-５１-１
春日部西口支店内
０４８（７３８）３３１５

久喜住宅ローンセンター
久喜市中央２-１０-２５
久喜支店内
０４８０（２４）３０５１

川越住宅ローンセンター
川越市新富町１-２０-２
本川越支店内
０４９（２２３）８８７１

鶴瀬住宅ローンセンター
富士見市大字鶴馬２６０２-３
鶴瀬支店内
０４９（２５５）２４３１

所沢住宅ローンセンター
所沢市御幸町１-１６
所沢支店内
０４（２９３９）２４１１

入間住宅ローンセンター
入間市向陽台１-１６０-１２
入間支店内
０４（２９６６）３５５１

坂戸住宅ローンセンター
坂戸市日の出町１-２６
坂戸支店内
０４９（２８１）９１４１

行田住宅ローンセンター
行田市行田５-１６
行田支店内
０４８（５５５）３９１１

大手町住宅ローンセンター
千代田区大手町１-１-２
りそな銀行　東京本社ビル１階
０３（５２２３）５４６５

新宿住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-２６-２
新宿野村ビル９階 りそな銀行
新宿住宅ローンセンター内　
０３（３３４２）７０８４

個人資産相談センター

浦和個人資産相談センター
さいたま市浦和区高砂２-９-１５
浦和中央ビル内
０４８（８２４）９０８７

大宮個人資産相談センター
さいたま市大宮区大門町３-７２
大宮支店内
０４８（６４３）７５７１

川口個人資産相談センター
川口市栄町３-５-１
川口駅東口出張所内
０４８（２５９）２７８１

上尾個人資産相談センター
上尾市谷津２-１-５０-４
上尾西口支店内
０４８（７７２）９９２６

越谷個人資産相談センター
越谷市越ヶ谷２-２-４０
越谷支店内
０４８（９６３）２７７７

春日部個人資産相談センター
春日部市中央１-５１-１
春日部西口支店内
０４８（７３３）３１９５

久喜個人資産相談センター
久喜市中央２-１０-２５
久喜支店内
０４８０（２１）８６１１

本川越個人資産相談センター
川越市新富町１-２０-２
本川越支店内
０４９（２２６）５３１１

上福岡個人資産相談センター
上福岡市上福岡５-３-１９
上福岡支店内
０４９（２６１）７２０１

所沢個人資産相談センター
所沢市御幸町１-１６
所沢支店内
０４（２９３９）２９８１

熊谷個人資産相談センター
熊谷市本町１-１０１
熊谷支店内
０４８（５２５）１１９５

埼玉県

東京都

埼玉県

栃木県

東京都

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外為

外為

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外為

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外為

外為

ATM

外為

外為

外為

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外預

外預

外貨

外貨
ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外預

外為

外為

外預

ATM

ATM

外預

ATM

外預 外貨

外為

外為

ATM

外為

外預

外預

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM



埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

57

本部組織図 （平成１６年７月１日実施）

（１本部・１４部・１室）
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■コーポレートデータ

●設立 平成１４年８月

●本店所在地 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号

●従業員 ２,９０６人

●資本金 ５００億円

●国内有人店舗数 １１２

●預金残高 ８兆６,３１４億円

●貸出金残高 ４兆９,８０３億円

■役員一覧（平成１６年７月１日現在）

●取締役

役職名 氏　名 兼　職

代表取締役社長 利根　忠博

代表取締役兼常務執行役員 和田　幹彦
営業サポート本部長
資金証券部担当

代表取締役兼常務執行役員 松尾　誠人
内部監査部担当

取締役兼執行役員 渡辺　拓治
企画部担当、企画部長
リスク統括部担当

取締役（非常勤） 山岡　和馬 （株）りそなホールディングス執行役
（株）りそな銀行執行役

●監査役

役職名 氏　名

常勤監査役 高橋　邦夫

監査役（社外） 西山　俊彦

監査役（社外） 豊嶋　秀直

(注)監査役のうち、西山俊彦および豊嶋秀直は「株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律」第１８条第１項に定める要件を満たす監査役（いわゆる社外監査
役）です。

●執行役員

役職名 氏　名

執行役員埼玉東地域営業本部長 上條　正仁

執行役員埼玉西地域営業本部長 青M 正紀

執行役員埼玉中央地域営業本部長 戸所　邦弘

執行役員埼玉北地域営業本部長 福井　　賢

執行役員人事部担当、人事部長 小嶋　一晃
業務管理部担当

執行役員融資企画部担当 村上　則忠
融資第一部担当、融資第二部担当

■概要および特長

当社は、本店を埼玉県さいたま市に置き、埼玉県を主

な営業地盤とした地域に密着した銀行です。そして、「埼

玉県の皆さまに信頼され、地元埼玉とともに発展する銀

行」を目指しております。

当社の業務運営の基本的な考え方は、地域に密着した

「現場主義」「お客さま第一主義」です。お客さまとのリ

レーションシップを強化するとともに、ニーズの発掘、

スピーディな対応を心がけております。本年４月には地

域運営を導入し、これまで以上にお客さまとの距離を近

づけた営業体制へ移行しております。また、待ち時間ゼ

ロや営業時間の延長等新たなサービスに積極的に取り

組んでおります。

法人のお客さまには円滑な資金供給はもとより、グ

ループの信託機能等を活用し、広範で質の高いサービス

を提供してまいります。特に、中小企業向け貸出の増強

を最重要課題として取り組んでおり、その一環として新

事業・事業転換等に取り組むお客さまを支援する新事業

支援室を設置するなど、ニーズに的確にお応えできるよ

う努めております。

個人のお客さまには専門チャネルなども活用し、資金

調達・運用の手段を提供してまいります。住宅ローンは、

当社の貸出資産の約５０％を占める重要な業務と位置づ

けており、さらなる商品・サービスの充実に努めてまいり

ます。

私どもは、埼玉県および県内８７市町村の指定金融機

関を受託しております。また、預貸金シェアでは埼玉地

域の約４割を占めており、今後も地域経済の活性化に貢

献してまいります。

■あゆみ

平成

１４年 ８月 ●設立

１５年 ３月 ●旧あさひ銀行の埼玉県内１０８店舗（代理店
を除く）および東京都内３店舗を継承する
銀行として営業を開始

埼玉りそな銀行の概要
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組織･････････････････････････････････････････････････････････････････････････１９、５７

大株主の状況･･････････････････････････････････････････････････････････････････４７

役員一覧 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････５８

店舗一覧 ･････････････････････････････････････････････････････････････････５３～５６

主要な業務の内容 ･･･････････････････････････････････････････････････････････３６

営業の概況･････････････････････････････････････････････････････････････････････２６

主要な経営指標の推移･････････････････････････････････････････････････････３６

資本金及び発行済株式総数･･････････････････････････････････････････････３６

純資産額 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････３６

単体自己資本比率････････････････････････････････････････････････２７、３６、４８

従業員数･･･････････････････････････････････････････････････････････････････３６、４７

業務粗利益及び業務粗利益率･･･････････････････････････････････････････３７

部門別損益の内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････３７

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等･･･････････････････３８、４６

受取利息及び支払利息の増減･･･････････････････････････････････････････３８

利益率････････････････････････････････････････････････････････････････････････････４６

預金科目別残高･･･････････････････････････････････････････････････････････････４０

固定金利定期預金、変動自由金利定期預金、

その他区分ごとの定期預金の残存期間別残高 ････････････････････４０

貸出金科目別残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････････４１

固定金利、変動金利の区分ごとの

貸出金残存期間別残高･････････････････････････････････････････････････････４１

貸出金担保別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････４１

支払承諾見返額･･･････････････････････････････････････････････････････････････４１

貸出金使途別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････４２

貸出金業種別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････４２

中小企業向貸出･･･････････････････････････････････････････････････････････････４２

特定海外債権残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････････４３

預貸率････････････････････････････････････････････････････････････････････････････４７

商品有価証券売買高････････････････････････････････････････････････････････４４

有価証券の種類別の残存期間別残高･････････････････････････････････４５

保有有価証券残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････････４４

預証率････････････････････････････････････････････････････････････････････････････４７

銀行の主要な業務に関する事項

銀行の概況及び組織に関する事項

銀行法施行規則第１９条の２（単体情報）

リスク管理の体制･････････････････････････････････････････････････････２０～２３

法令遵守の体制･･･････････････････････････････････････････････････････････････２４

貸借対照表･･････････････････････････････････････････････････････････････３０～３１
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